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「障害者の社会生活の支援を権利として総合的に保障する法律」 (案 )

法の理念、目的、総則部分

総合福祉部会「法の理念・目的チーム」

2010年 12月 8日

【前文】
「わが国及び世界の障害者福祉施策は「完全参加 と平等」を目的とした 1981年 の国

際障害者年とその後の国連障害者の 10年によリー定の進展を遂げたが、依然として多

くの障害者は他の者 と平等な立場にあるとは言いがたい。

そのため、2006年 12月 国連総会にて「障害のある人の権利に関する条約」 (以下
「権利条約」)が採択され、2007年 9月 に日本政府も署名 し、2008年 5月 には国

際的に発効 し、わが国も批准に向けた準備をすすめてきた。

この法律の制定はわが国の障害者の権利保障を法的に根拠付け、障害者支援に関する

国内法を権利条約の水準に引き上げる障害者制度の改革を目的とする。

憲法第 13条、 14条、25条等の諸規定に基づき、障害者は人間としての固有の尊

厳及び自由並びに生存が平等に保障される基本的人権を有 しており、従来この国で保護

の対象とされてきた障害者が人権行使の主人公であるという改革の理念を確認 し、障害

福祉施策は憲法等に基づ く障害者の基本的人権の行使を支援することをこの法律の基

本とする。

さらにこの法律は、権利条約の掲げるインクルージョン、すなわち障害者が社会の中

で当然に存在 し、障害の有無にかかわ らず誰もが排除されず、分離・隔離されずに共に

生きていく社会こそが自然な姿であり、誰にとつても生きやすい社会であるとの考え方

を基本 としている。それは、障害は個人に責任がなく、参加を拒んでいる社会の側に責

任があるとする考え方を基礎 としており、わが国で根強い障害の個人責任、家族責任を

否定 し、障害に基づ く様々な不利益が一部の人に偏在 している不平等を解消 し、平等な

社会を実現するために社会が支えることをこの法律は目的とする。

とりわけ人生の長期にわたつて施設、精神科病院等に入所、入院 している障害者が多

数存在 している現状を直視 し、地域で自己決定の尊重された普通の暮 らしが営めるよう

支援 し、地域生活への移行を推進するための総合的な取 り組みを推進することがこの法

の使命である。

そ して障害者の自立とは、経済的な面に限らず、誰もが主体性をもって生き生きと生

活 し、社会に参加することを意味することを確認 し、この法律は、障害者が必要な支援

を活用 しなが ら地域で自立 した生活を営み、生涯を通 じて固有の尊厳が尊重されるよう、

社会生活を支援する。これは現在障害を持つ人に限 らず全ての人のためのものである。

人権保障としての支援という趣旨に照 らせば、国 口地方公共団体の義務的経費負担が

原則的仕組みとなる。

この法律は、これ らの基本的考えに基づき、障害の種別、軽重に関わ らず、尊厳のあ

る生存、移動の自由、コミュニケーション、就労等の支援を保障 し、障害者各自が、障

害のない人と平等に社会生活上の権利が行使できるために、あらゆる障害者が制度の谷

間にこばれ落ちないように必要な支援を法的権利として総合的に保障 し、差異と多様性

が尊重され、誰もが排除されず、それぞれをありのままに人として認め合 う共生社会の

実現をめざして制定されるものである。」



【法の目的】
「この法律は、憲法第 13条、第 14条、第25条等の基本的人権諸規定、障害者基本

法、近く批准が予定されている障害者権利条約の精神に基づき、国 口地方公共団体が、

障害を持つ一人ひとりが人として尊厳ある暮らしと社会生活を営むことのできるようそ

の権利を十分に保障し、障害の種別,軽重、年齢等に関わりなく、各自の必要性を満た

す支援を、制度の谷間にこばれる者のないように柔軟に実施し、障害を持つ人が当たり

前の市民として社会参加できるための実質的な平等を保障し、障害を持つことに対する

社会的不利益、不平等を解消する義務を尽くすべきことを明らかにし、障害の有無にか

かわらず人が相互にそれぞれをありのままに人として認め合い、差異と多様性を尊重し

安心して暮らすことのできる地域社会の実現をめざすことを目的する。

また障害を持つ人はその居住地、施設入所、病院入院にかかわらず、入国管理局施設

や警察署、刑事施設矯正施設に収容されているか否かを問わず、この法の支援の対象と

する。」

【保護の対象から権利の主体への転換を確認する理念規定】
「従来、障害者は、障害者対策実施の対象、保護の対象として、当事者として扱われて

こない面があつたが、この法律は、障害者が権利の主体、当事者であることを明確にす

る。」

【社会モデルヘの転換に関する理念規定】

(障害の本質の確認)

「障害の本質とは、機能障害、疾病を有する市民の様々な社会への参加を妨げている社

会的障壁にほかならないことをここに確認し、機能障害、疾病を持つ市民を排除しない

ようにする義務が社会、公共にあることが今後の障害者福祉、支援の基本理念であるこ

とをここに確認する。」

【他の者との平等の権利の保障】
「本法は、障害者には、社会生活、コミュニケーション、政治参加、教育、労働、司法、

表現の自由、プライバシー、市民活動、文化等、あらゆる分野において、他の者との同

等、平等の権利が保障されることを基礎としており、障害者に新たに特別の権利を付与

するものではなく、従前保障されてこなかつた当然の権利の保障が十分に尽くされるよ

うに、具体的に各条項に規定されたものである。」

【個別事情に最も相応しい (合理的配慮を尽くした)支援の保障】
「障害者にとつて、各自の個別の事情に最も相応しい、当然に必要とされる合理的配慮

が欠如してきたことによる社会生活上の不利益は依然として大きく、それを埋める公的

な支援が尽くされることをめざして本法は制定される。」

【障害者の公的支援を請求する権利】
「市民として生きていくために公的支援を必要とする障害児者は、障害に起因して被つ

ている社会的不利益の是正を国 口地方公共団体に求め、固有の尊厳の尊重された生活を

営む権利が保障されるよう、国及び居住する市町村に対して、この法律に基づき必要な

支援を求める公的請求権が保障される。」



【地域で自立 した生活を営む基本的権利】
「 1 障害者自らが選択 した地域において自立 した生活を営む権利は憲法 13条、コ4

条、21条、 22条、25条等に基礎づけられた基本的で重要な人権であり、本法に

基づき、障害者にその権利が保障される。

2 障害者は、みずか らの意思に基づきどこに誰と住むかを決める権利、どのように

暮 らしていくかを決める権利、特定の様式での生活を強制 されない権利が保障される。

3 国及び地方公共団体は、障害者に対 して前項の権利を保障する公的義務を有す

る。」

【支援選択権の保障】
「 1 障害者には憲法第 13条等に基づき、活用する支援を選択する権利が保障され、

特定の施策を強制されない権利を有する。

2 前項の支援選択権を実効あらしめるために、地域の中に多様で選択できる社会資

源や支援システムが,地域格差なく用意されていく必要があり、国・地方公共団体に

は、それ らの整備義務を有する。」

【情報・コミュニケーション支援請求権の保障】

「この法律は、全ての障害者、とりわけコミュニケーシ ョンに関 して制限のある、『ろ

う者』『難聴者』『盲ろう者』」等、重複聴覚障害者を含む全ての聴覚障害児者、視覚障

害者、言語障害者、知的発達障害者に憲法第 13条、第 21条等に基づき、自由で民主

的な社会を成立させる不可欠な前提条件としての基礎的な基本的人権 として、障害者が

自ら選択する言語 (手話など非音声言語を含む)及びコミュニケーション手段を使用 し

て、市民として平等に生活を営む権利を保障 し、そのための情報 ロコミュニケーション

支援に関する請求権を保障する。」 ´

【移動の自由の保障の重要性】
「この法律は、視覚障害者、全身性障害者、知的障害者をは じめ、移動、行動に制限を

伴う全ての障害者に憲法第 13条、第 22条等に基づき、自由で民主的な社会を成立さ

せる不可欠な前提条件としての基礎的な基本的人権 として、障害者が自らの意思で移動

する権利を保障 し、そのための外出介護、ガイ ドヘルパー等の支援に関する請求権を保

障する。」

【就労支援の実現の必要性の確認】
「この法律は、就労を希望する障害者の就労が真に実現するよう、企業への支援を含め、

その就職を支援するための制度を準備 し、また、従来低い工賃等のもとで訓練を強いら

れていた「福祉的就労」の現状を解消するため、賃金補填を含む、抜本的制度改革が必

要であることを確認 し、具体的規定は、『障害者労働保障法』等の別法に規定する。」

【介護保険との選択権保障】
「1 旧障害者自立支援法第 7条が規定 していた介護保険優先原則は廃止する。

2 65歳 (一 部 40歳 )以上の障害者に、介護保険の利用と障害者支援施策の利用

を選択する権看lを 保障する。」



【国の義務】
「 1 国の法制度整備 口充実義務

国は、本法各規定の定める障害者の支援請求権が実効的に保障されるため、法制度を

整備・充実する責務を有する。

2 国のナショナル ミニマム保障義務、地域間格差是正義務

憲法に保障された基本的人権を保障する義務は第一義的には国にあることか ら、障害

者支援の最終責任は国にあることを確認 し、市民の障害の有無、障害の種別、軽重に関

わ らず、定住外国人も含め、自らこの国のどの地域に居住 しても等 しく安心 して生活す

ることができる権利を市民に保障する義務があり、そのため、国は自治体間での支援の

格差を解消するための制度設計をする責務を有する。                   ・

3 国の財政支出義務

国は、地方公共団体の財政事情に障害者の権利の保障が左右されないよう、必要な支

援を保障することを可能とするため、地方公共団体に対 して必要な財政援助を行なう義

務を有する。

人権保障としての支援である以上、支援の必要性があるにも関わ らず年度予算の範囲

内で支出すれば義務が免責されるものでなく、義務的経費負担制度を基本とする。
4 国の制度の谷間解消義務

国は、難病患者、高次脳機能障害、発達障害者をは じめ、障害者が各制度の谷間に置

かれて支援が不十分とならないよう、制度の谷間 口空白を作 らないように注意を尽 くす

義務を負う。

5 国の長時間介護等保障義務

国は、地域で自立 した生活を営むために 1日 8時間を超えるような長時間介護を必要

とする障害者に対する介護等の支援が万全に行われ るよう保障する具体的義務 を負

う。」

【所管省庁を横断 した総合的支援の必要】
「制度の谷間のない支援という本法の目的を実現 し、ライフステージや場所、分野に分

断されない継続的な支援を実現するため、この法律は、内閣府、厚生労働省はもとより、

文部科学省、国土交通省、総務省、財務省、経済産業省、法務省等全ての官庁により横

断的かつ有機的な連携が取 られなが ら実施されることに特に留意が必要である。」

【都道府県の義務】

「 都道府県は、この法律の実施に関 し、次に掲げる責務を有する。

1 市町村が行う障害者支援が十分に保障されるよう、市町村に対する必要な助言、情報    ‐

の提供、財政支援その他の援助を行うこと。

2 市町村と連携を図りつつ、必要な障害児者支援を総合的に行うこと。           
・

3 障害者に関する相談及び助言のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを重点

的に実施すること。

4 市町村と協力して障害児者の権利の擁護のために必要な援助を行うとともに、市町村

が行う障害者等の権利の擁護のために必要な援助が適正かつ円滑に行われるよう、市町

村に対する必要な助言、情報の提供その他の援助を行うこと。

5 コミュニケーション支援について支援が不十分な自治体に居住する障害者の社会生活

上の不利益が生 じることのないよう、都道府県が直接支援事業を実施することを含めて

責任を負うこと。」
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【市町村の義務】
「 市町村 (特別区を含む。以下同 じ。)は、この法律の実施に関 し、次に掲げる義務

を有する。

1 障害者が自ら選択 した場所に居住 し、全国どこにおいても等 しく自立 した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、当該市町村の区域における障害者の生活の実態

を把握 した上で、必要な支援を実施、保障する。

2 障害者の支援に関 し、必要な情報の提供を行い、並びに相談に応 じ、必要な調査及

び助言を行い、並びにこれ らに付随する業務を行 うこと。」

【市町村の説明責任 と申請妨害に対する制裁】
「¬ 市町村には、支援を必要とする人が支援のネッ トからこばれおちないように、障害

者支援に関する制度を適切に周知 口教示する義務がある。

2 市町村には、障害者の本法に基づ く支援の申請権を保障する義務があり、支援の必

要な人か らの申請または申請に関する相談があつた場合は、申請に必要な書式や説明

文書を交付 し、施策内容 口申請方法等を適切に本人が十分に理解できるよう説明する

義務がある。

3 市町村が前項の義務に違反 し、障害者の申請権行使を妨げた場合、本法施行令の定

めに従い、市町村長個人及び妨害行為者個人は検察庁の処分に基づき過料の制裁に服

する。」

【事業所整備義務が国・地方公共団体にあること】
「  『措置か ら契約』への制度変革に伴つて、国 口地方公共団体は、「自分で事業所を探

して ください」といえばそれ以上の責任を問われないかのごとき状態は問題である。
「契約制度」のもとで「地域で暮 らす権利」が保障される前提条件は、支援を実施す

る事業者が地域に存在 していることである。障害者福祉は本来、国・地方公共団体の責

任で履行されるものであり、事業所のない地域が生 じないよう、事業者への財政援助、

育成を含めた、基盤整備義務が国、地方公共団体にあることをここに確認する。」

【国民への広報、啓蒙】
「共生社会を実現するためには一般市民の理解が不可欠であり、国 口地方公共団体は、

障害者支援の重要性の理解を広報、啓蒙する義務がある。

障害は誰にでも何時にでも起 こりうるものであるが、現実には社会的不利益 口負担が

一部の当事者、家族に偏在、固定 していることが不公平 口不平等であり、この不平等を

解消することが大切であり、そのためにはこの障害者支援制度改革が障害のある人に限

らない全てのひとにとってわがこととして感 じられ、教育・広報等により、幅広い世論

の共感が得 られるよう、努力する義務がある。

具体的制度は個別に規定する。」

【障害児の支援を求める権利】
「 1 障害のあるな しに関わ らず共に生きる社会を実現することためには未成年段階で

障害のあるな しにより隔離、分断されない療育、教育、生活を保障することが重要であ

ることを確認する。

2 障害児のその成長発達の段階と差異 と多様性に応 じて、個別に必要な支援を請求す



る権利が、児童福祉法及び本法に基づき障害児及びその保護者に保障される。」

3 障害児支援に関する費用負担を含めて、障害に起因する特別な経済的支出を親子、

配偶者を含む家族が負担しない権利が保障される。」

【障害福祉分野の労働者の人権保障の必要性の確認】
「この法律は障害者を支援するための法律であるが、障害福祉分野の労働者の給与水準

等が低く、労働条件が劣悪で人材が希薄なことは障害者の生活の質が保障されないこと

を意味する。障害者支援の事業所に経営努力義務があることが前提であるが、この法律

は、障害福祉分野の人件費が適正水準を下回ることが障害者の尊厳ある生活を受ける権

利を侵害することを認め、そのような事態を生まないための努力義務が国・地方公共団    ・

体にあることを確認する。」

【この法律による権利保障を目的とした相談支援を受ける権利の保障】
「1 すべての障害者は本人の自己決定権を尊重され、この法律による権利保障を目的とし

た相談支援を受ける権利がある。

2 なん人もこの法律による支援についての情報を得るために相談支援を受ける権利があ

る。」

以下、定義条項

【障害の定義 規定】(定義)

この法律において「障害者」とは=「障害の範囲」作業チーム担当

【自立の定義条項】
「本法における障害者の「自立」とは、必要な支援を駆使して自己の意思で (支援を活

用した自己決定を含む)主体的、自律的に社会生活を営み、自己実現をはかることとい

う。」

【地域生活の定義条項】
「本法における「地域生活」とは、障害者が地域社会で排除、孤立、隔離されることな

く他の者と自然に共存し、特定の生活様式を強制されることなく、自分の選択に基づい

て普通に暮らすことをいう。」

【障害者支援の公的責任の定義条項】
「本法における「公的責任」とは、民間事業による福祉の実践を否定する趣旨でなく、

障害者支援は憲法に基づく基本的人権の実現にほかならないことを前提に、障害福祉、    ´

障害者への社会生活の支援が最終的な責任が国家、自治体にあること、契約制度におい

ても、支援が社会資源の不足等により満たされない場合の障害者に対する支援保障義務、

基盤整備義務のあることをいう。」

【請求権の定義条項】
「本法における「請求権」「支援請求権」とは、本法の規定に基づいて、障害者個人が国、

地方公共団体等の公的機関に対して、個別の公的支援を求める具体的権利であり、司法

救済の対象となるものをいう。」



【支援請求権の基礎】
「障害者の公的支援請求権を基礎付けるものは、憲法の人権諸規定、障害者基本法で

確認される基本的な権利に加え、権利条約により国際的な人権規範として確立されつつ

ある合理的配慮義務の理念等により重層的に構成される。」

【受給権なる表現について】

保護の対象から権利の主体へという本法の改革の理念に照らして、「受給権」なる表現

は、施策の対象としての受け身の存在を前提としており、相応しくない。
「支援請求権」「請求権」等を利用するべきである。

【支援の定義条項】
「本法における「支援」とは、障害者は庇護されるべき弱者とみなすのでなく、本人

の自律した自己決定を尊重し、本人らしさを発揮開花させるためのバックアップサポー

トをいう。」

【自己決定の定義条項】
「本法における「自己決定」とは、支援者とともに悩む過程や、意思決定、意思形成

において支援を活用することも含めて、自分の主体的な意思に基づき、生活、人生を切

り拓いていくことをいう。」

【合理的配慮の定義条項】
「本法における「合理的配慮」とは、障害者が他の者と平等に基本的人権を享有し、

行使するために必要な、障害に伴う社会的不利益を埋めるために社会公共が果たすべき

その人の個別事情に則した最も相応しい支援をいう。」

以上



「新法の理念・ 目的」分野に関する意見

2010年 12月 8日

総合福祉部会「法の理念 ロロ的チーム」

第一章 本法制定に至る経緯 と障害者支援の基本原理

第 1 障害者 自立支援法導入に至るわが国の障害者福祉

戦後、わが国の社会福祉は行政の職権に基づく「措置制度」を基本に実施されてきた。

バブル崩壊の社会状況のもと、1995年 、社会保障審議会が「自己責任と社会連帯」を強調す

る勧告を出し、国民には自らの努力によって自らの生活を維持する責任、自己責任があることが

強調された。

1998年 6月 17日 中央社会福祉審議会 社会福祉構造改革分科会から「社会福祉基礎構造改

革について (中 間まとめ)」 が発表され、戦後 50年変わらない措置制度を抜本的に見直 し、「契

約制度」に移行させ、「サービス」提供者と利用者の対等性を確保 し、市場原理を活用して「サー

ビス」を向上させ、高齢化社会により増加する社会保障費用を公平に負担するべきと言われた。

2003年 には社会福祉事業法が消滅 し、社会福祉法が制定され、障害者福祉の分野では自己

決定の尊重を理念として、2003年 4月 1日 から身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、児童

福祉法に「支援費制度」が導入された。

支援費制度開始からまもなく同制度の財政破綻等が盛んに言われるようになり、2005年
10月 に当時の「国民が痛みをわかちあう」という「国民自己責任論」の世論も背景として「障

害者自立支援法」が成立、2006年 4月 1日 から施行された。

第 2 障害者福祉の基本原理

障害の「社会モデル」を基本とした障害理解の必要性。

障害者の完全参加と平等の実現を目標として 1981年 が国際障害者年とされ、 1983年
から1992年 に国連障害者の十年が行なわれた。

そこにおける「ある社会がその構成員のいくらかの人々を開め出すような場合、それは弱くもろ

い社会なのである。

障害者は、その社会において特殊な二一ズを持つ特別な集団と考えられるべきではなく、通常の

人間的なニーズを満たすことに特別な困難を持つ普通の市民と考えられるべきなのである」との

テーゼを改めて再確認 してきたい。

1993年 1月 21日付の中央心身障害者対策協議会の「国連・障害者年の 10年以降の障害

者対策の在 り方について」と題する内閣に対する答申でも

「障害者は特別な存在ではなく、基本的人権を有する一人の人間として最大限尊重されなけ

ればならない。」

「障害者は決 して障害のない人々と違つた存在ではなく、社会の中に障害者が存在 し、社会

経済活動を行なっていくことが正常な社会の姿であり、障害者が各種の社会経済活動へ参加す

ることを拒んでいる現在の社会の姿こそがむしろ問題である。」とされている。

1990年 身体障害者福祉法の目的から「更生」という言葉が削除されたように、障害を「治

療と訓練と努力により自分で克服するべき対象」という「自力更生主義」から、「社会の側が障害

者の社会参加を実現するために支援するべき」という方向で改革が進んできたはずであつた。

今回の改革は、上記の改革の方向性を再認識することである。

テーゼとして掲げれば「障害自己責任、家族責任からの解放、障害の公的責任原則へ」がス



ローガンである。

医学モデルに偏つた従来の障害理解を変革 し、社会モデルに立脚 した改革が必要である。

第二章 改革の必要性

第 1 障害者権利条約の批准に向けた改革の必要性

2006年 12月 国連総会にて「障害のある人の権利に関する条約」 (以下「権利条約」)が

採択され、 2007年 9月 に日本政府も署名し、2008年 5月 には国際的に発効 し、わが国

も批准に向けた準備をすすめてきた。

この法律の制定はわが国の障害者の権利保障を法的に根拠付け、障害者支援に関する国内法

を権利条約の水準に引き上げ、権利条約が批准され、国内法的効力を発効する場合に、相互に

矛盾のないように国内法を整備するための障害者制度の改革を目的とする。

従来のわが国の福祉法は恩恵的な色彩が色濃いが、権利条約は障害者のすべての人権と基本

的自由の完全な実現の確保を締結国が約束 しており、国内法を人権主体性の明確にした権利保

障体系に変革する必要がある。

そして、障害の概念について、様々な障壁との相互作用により社会参加を妨げることを確認

する社会モデルを意識 しており、批准に向けて、応益負担制度に象徴される障害者自立支援法

の自己責任原則の撤廃が必要となる。

また、権利条約第 19条は自立 した生活 (生活の自律)及び地域社会へのインクルージョン

を規定 し、障害者が地域社会で生活する平等の権利を認めているが、依然として数十万人の障

害者が施設、精神科病院に入所 している現状と制度は、権利条約の精神に背反するものであり、

地域での支援保障がないために例えば人工呼吸器装着を選択できず、生きることそのものをあ

きらめざるを得ない現状があり、人の生命と生存が守られる社会とするためこの新法制定によ

る障害者の社会生活の支援を権利として総合的に保障するための根本的な改革が必要である。

第 2 障害者 自立支援法の問題点 と是正

1 自己責任論 を障害福祉 に持ち込む ことの過ちの解消

国民一般に努力義務、自己責任があることは当然であり障害者も国民、市民として一般論と

して努力義務 口自己責任があることは当然であろう。

しか し、心身上の障害に起因する社会的障壁 口社会的不利益が障害の本質であることが正し

く理解されるならば、障害者に障害を自己責任と感 じさせる仕組みは障害福祉の本質に抵触す

るものといわなければならない。

障害に基づく不利益の是正を支援するに際 して本人に「利用料」名目で自己負担を求める仕

組みは障害を自己責任に帰するものであり、今回の新法制定とともに廃止 しなければならない。    ‐

2 障害福祉の公的責任強化・増大の確認

措置制度から契約制度への移行自体を根本から否定することは現実的でない。

しか しながら、日本国憲法により本来最終的に公的責任のある国 口自治体等の公的機関が、

民間事業者に障害福祉の実施を託 したことに伴い、障害福祉の公的責任が後退 し、様々な弊害

と限界があると指摘されている。

措置制度が変更されることにより、とりわけ障害者福祉に関 して言えば、公的責任の後退は

断 じて許されず、む しろ、福祉の公的無責任状態をもたらす危険性があるがゆえに、法的な公

的責任は強化・増大 したと整理・確認されるべきである。

10



障害者が地域で自立 した社会生活を営むためには、たんに「ご自由に事業者 と契約 して下さ

い。」で公的責任が終わるのではない。

障害者がどの地域においても、個人の尊厳が保障された生き方が可能なように、国 口自治体

には地域間格差を是正する公的義務があ り、契約の前提 としての障害者の意思決定、意思形成

を支援する仕組みを構築する義務があり、自治体には支援を活用出来る様に事業者の育成・財

政支援も含めて、基盤整備を尽 くす義務がある。

さらには、障害児童の支援の分野では契約制度自体が相応 しくな く、職権主義、措置制度に

戻るのではな く、支援が充足 し、権利が保障される方向で新たな制度が構築されるべきである。

第 3 脆弱なわが国の障害者福祉水準

1 世界水準 とか け離れた劣悪な障害者福祉水準の引き上げの必要性

OECD(経 済協力開発機構)の 2007年社会支出統計 (SOCX)に よれば、加盟各国のG
DP(国 内総生産)に対する障害者関係支出額の比率を対比すると、わが国の障害政策公的支

出費用比率は0 673%と され、加盟 30ヶ国の中で、最低のメキシコ、韓国についで下か

ら3番 目であり、圧倒的に低い水準である (*1 参照 )。

このことは、国民一般にあまり知られていない事実であるが、障害施策の財政支出の必要性

が理解されるため、障害関係者だけでなく、広く周知されるべき事柄である。

国外、国内とも不景気の続 く時代とはいえ、2009年 時点でアメリカ合衆国に次いで世界

2位の国内総生産を維持 し、先進国として世界の人権規範のモデルとなるべきわが国のあり方

として、もっとも手篤 く支援するべき障害者に対する施策が飛びぬけて劣悪な水準は一刻も早

く根本的に改善されるべきである。

*1 国立社会保障 口人口問題研究所 刊「季刊 社会保障研究 2008年秋号 通巻 181号 」

138～ 149頁 「国際比較からみた日本の障害者政策の位置づけ 一国際比較研究と費用統計比

較からの考察―勝又幸子」

2 国民一般 とか け離れた所得水準 と家族依存状態の解消の必要性

2004年 4月 の厚生労働省の資料によれば、全人口の労働年齢の就業率は67%で あるの

に対 して、労働年齢の在宅障害者 300万 人のうち一般就労者は 102万 人とされ、34%程
度である。 50万人を超えると思われる施設入所者、精神科病院長期入院者等の労働年齢のほ

ぼ全員が一般就労 していないことと思われるので、その割合は更に低いものとなる。

厚生労働省発表の2009年 度工賃月額実績によると福祉工場、就労継続支援A型 を含む「福

祉的就労」における平均工賃月額は 16,.894円 (年額 202, 728円 )で あり、小規模通

所授産施設では8,208円 (年額 98,496円 )で ある。

2005年 度末で障害年金受給者総数は約 175万人とされ、平成 22年度の障害基礎年金 1

級の月額は約 82, 508円 (年額 990, 096円 )、 2級は約 66, 008円 (年額 792,
096円 )と される。年金受給の認められない障害者も多い。

厚生労働省統計情報部編平成 20年 「賃金構造基本統計調査」によると、国民平均賃金は年間

約486万 円である。

これらにより、障害者の所得水準がそれ以外の国民一般に比較 して掛け離れて劣悪であること

が明らかである。それにも関わらず障害者が現実に生活を送つているのは、この国が障害者の支

援を家族に人的、経済的に依存 しているからに他ならない。国が障害者支援の本来の機能を果た

し「他の者との平等」を実現、保障するためには、従来の障害福祉の予算水準を抜本的に引き上

げることが不可欠である。



第二章 改革の理念の確認

第 1 障害者の基本的人権 を実現す るための権利保障法体系への変革

…人権の主役 と しての明確化…

推進会議第一次意見第 2の「改革の基本的考え方の 1」 は、「権利の主体」である社会の一員

とされている。

措置制度から支援費制度に変わつたとき、障害者の権利を保障する法体系に変わつていない。

従来の「障害者は市町村の支給決定を受けなければならない」との権利者と義務者が逆の規

定ではなく、障害者の公的支援の請求権の保障を法文に明記 しなければならず、権利保障体系

への変革として法文に国・自治体の障害者支援義務が明確に規定されることが必須である。

障害者の権利の本質とは、障害に起因する社会的障壁により傷付けられている自由と個人の

尊厳を回復するためのものであり、障害福祉施策を活用する権利は天賦の基本的人権である。

障害者福祉は基本的人権の実現のために行なわれるものである。

このことは国 (厚生労働省)と 障害者自立支援法違憲訴訟団との平成 22年 1月 7日 付け基

本合意第一条「障害者自立支援法廃上の確約と新法の制定」において、「そこ (障害者自立支援

法を廃止 し新たな総合的な福祉法制を実施する)においては、障害福祉施策の充実は、憲法等に

基づく障害者の基本的人権の行使を支援するものであることを基本とする。」とされている。

また、基本合意第二条「障害者自立支援法制定の総括と反省」第 1項は「国 (厚生労働省)は、

憲法第 13条、第 14条、第 25条、ノーマライゼーションの理念等に基づき、違憲訴訟を提訴した

原告らの思いに共感 し、これを真摯に受け止める。」とされている。

すなわち新たな法制度は、憲法第 13条に基づき障害者の個人の尊厳の保障し、第 14条に基

づき障害者に法の下の平等を保障し、第 25条に基づき障害者の生存権を保障し、ノーマライゼ

ーション理念に合致した新法にしなくてはならないことを意味している。

基本的人権として当該支援に関する請求権が当事者に保障されなければ、何時でも消滅する脆く、

淡い立場のままであり、政治や行政の「政策裁量」に左右されない普遍的な権利性の確立がなさ

れなければならない。

今回の改革の意義は、人権保障としての障害者支援を確立するための改革である。

そのために、憲法第 14条に基づく、障害者の平等の保障の明記が重要である。

そして、憲法第 25条生存権の保障が法の基礎にあることを明記すべきである。

機会の平等を保障しただけで、裸の競争原理に放 り出すことで障害福祉の責任は到底果たせな

い。障害者支援における生命の保障、生存権の保障の原理、誰もが安心して生きていかれる社会

保障の原理もまた、重要な理念である。

また、憲法第 13条障害者の個人の尊厳の保障、自己決定権、幸福追求権の保障の明記が重要

である。基本合意第二条第 2項で国 (厚生労働省)は 「障害者の人間としての尊厳を深く傷つけ

た」ことを心から反省 し、この反省を踏まえて、今後の施策の立案 ,実施にあたるとされている

ところ、これは憲法に則 していえば、新法制定において、憲法第 13条の個人の尊厳の保障を大

切にするということである。

さらに、障害者の生活支援において、ただ生命が維持されれば足るということではなく、全て

の個人の尊厳が保障されることが重要であり、人間の尊厳が保障されることが必要である。

そして、公的支援を活用しながら自分の生きたいように生き、各自が自らの幸福を追求する権

利を有するという当事者の自己決定の原理、当事者主権と幸福追求権の保障 (憲法 13条 )が重

要である。

夜間の見守り介助の必要性を訴える障害者に対して、「オムツをすればいい」と言う障害者福祉
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行政が現実に横行 している。それが憲法第 13条違反の人権侵害であることが、一般市民にも行

政職員にも容易にわかる規定が必要である。

第 2 地域で生きてい くことが可能な法律にすること

…誰 もが地域で当た り前に生きられ るインクルーシブな社会の実現…

推進会議第一次意見第 2の 「改革の基本的考え方の 4」 は、「地域生活」を可能とするための

支援とされている。

権利条約第 19条は障害者が他の者と平等に地域社会で生活する権利を認め、障害者がどこ

で誰と生活するかを選択 し、特定の生活様式を義務付けられないこと、地域社会からの孤立と

隔離のないようにパーソナルアシスタンスを含む支援の確保を謳つている。

長年この国で課題とされてきた「入所施設から地域での生活へ」を題目に終わらせること無く、

地域で生きていくことが可能な、一人ひとりの支援の必要性に則した支援体系を整備 し、新制度

にすることが重要である。

基本合意第二条⑥「どんなに重い障害を持つていても障害者が安心 して暮らせる支給量を保障

し、個々の支援の必要性に即した決定がなされるように、支給決定の過程に障害者が参画する協

議の場を設置するなど、その意向が十分に反映される制度とすること。」

できる限り訴訟団のこの指摘を踏まえた制度にすることが必要である。

各地の重度障害者から、「現在の支給量では生きていかれない」との声が挙がつている。

また、大量の社会的入院状態が長年にわたつて解消されないわが国の精神障害の分野での、地

域移行を実現するための総合的かつ具体的プログラムが必要である。

第 3 制度の谷間にこばれおちない支援

…障害の種別 を超え、支援のネ ッ トか らか らこばれ落ちている人を一人でも減 らす…

従来の制度において「障害」は、身体、知的、精神の三障害に限定され、発達障害、高次脳

機能障害、難病等、障害者支援のネッ トからこばれ落ちることの多かつた障害者が適切に支援

を受けられることの出来る新法構築が改革の最重点課題の一つである。

これは「申請主義」の弊害を是正する取 り組みも含まれる。

すなわち、自己決定の尊重という観点からすると形式的には「申請なければ支援なし」とな

りかねない。

しか しながら、現実には様々な社会的障壁により、どのように相談 したらよいかさえ判らず

に必要な支援が届かずに放置されている人々が多数存在 している。

個人のプライバシーの尊重を大切にしながらも、障害者の潜在的な二一ズを掘 り起こす支援

も含めて、支援に辿 りつけない人を一人でも減らす包摂社会を実現するべきである。

また、障害者が刑事手続きの被疑者、被告人、未決拘留者、受刑者等の立場になつた場合、

制度や関係者の認識において、障害者にとつて必要な当然の支援、合理的配慮が欠如 していた

ことに起因する不利益には大きなものがあり、新 しい法の支援がこれらの者に普 く及ばされる

ことが確認されるべきである。

第 4 他の者 との平等の権利の保障、個別事情に最 も相応 しい (合理的配慮 を尽 くした )

支援の保障

…平等に扱われて こなか つた現実 を直視 し、平等な権利、社会の実現 と個別事情 に即

した支援を…
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障害者には、社会生活、コミュニケーション、政治参加、教育、労働、司法、表現の自由、

プライバシー、市民活動、文化等、あらゆる分野において、他の者との同等、平等の権利が保

障される。

この法はそのことを基礎としており、障害者に新たに特別の権利を付与するものではなく、

従前保障されてこなかつた当然の権利の保障が十分に尽 くされるように、具体的に各条項に規

定されたものである。

そして、個々の障害者の暮 らしにおいて当然に必要とされるその個別事情に最も相応 しい合

理的配慮が欠如 してきたことによる社会生活上の不利益は依然として大きく、障害者にとつて、

各自の個別の事情に最も相応 しい、当然に必要とされる合理的配慮が欠如 してきたことによる

社会生活上の不利益は依然として大きく、それを埋める公的な支援が尽 くされることをめざし

て本法は制定される。

第 5 障害の社会モデルヘの転換

…障害の 自己責任、家族責任か らの解放…

権利条約の考え方の基礎である障害の医学モデルから社会モデルヘの転換を図るべきである。

それは、障害は個人に責任がなく、参加を拒んでいる社会の側に責任があるとする考え方を

基礎としており、わが国で根強い障害の個人責任、家族責任を否定 し、障害に基づく様々な不

利益が一部の人に偏在 している不平等を解消 し、平等な社会を実現するために社会が支えるこ

とをこの法律は目的とする。

第 6 公的支援を活用 しなが らの労働

…働 きたい誰にでも誇 りある労働 を…

障害者自立支援法は、就労支援の強化を謳いながら、就労支援のために利用料を徴収 し、通勤や

職場内での支援を認めない (認めるのは極めて例外)矛盾があつた。

障害者の尊厳ある労働を保障するための新法の構築が求められる。

これは、障害者の労働基本権保障法等の別途の個別法律にて十分に規定することが必要である。

第 7 医療 と福祉の連携の重要性、医療的ケアの地域での保障

障害者各自の医療や福祉を選択 し利用する権利に基づき、医療と福祉の責任範囲を区別 しつ

つ、互いに連携 して支援することは重要である。

この法の実施にあたり、どんなに重い障害を持つていても自身の望む地域で自立 した生活が

できるよう、本人の選択に基づき医療との連携を図り、十分な質を備えた必要な医療的ケア (精

神医療的ケアは除く)が支援されるよう務める。医療が責任を持つケアを安易に福祉に押 し付    ・

けてはならないことを前提に、本人の生存と生活の支援の観点から実情に即 した医療的支援が

保障されるべきである。

但 し、精神保健医療及び福祉の分野においては、医療的ケアの名のもとに本人の意思を尊重

しないことが問題視されている点に十分に留意 しなければならず、原則として、精神障害者に

ついての医療は、医療法において規定されるべきものである。

第 8 権利擁護機関の設置

この法における権利を十全に保障し、かつ侵害されないために、権利保障・擁護機関設置の必

要性を提言する。
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この法律による障害者の権利を保障し、権利侵害されないために権利擁護者制度を置くべきと

考える。権利擁護者は行政および事業所から独立して作られた権利擁護機関によつて提供される

べきである。権利擁護機関の構成員の過半数を障害者とし、国は十分な財政保障を行うべきであ

る。権利擁護機関は障害者の要請に基づき公費で弁護士を個別障害者に保障することが望まれる。

そして、これらの権利擁護機関は、本法に限らず、「障害者差別禁止法」「障害者虐待禁止法」

その他障害者の権利に関する関係法令に関する権利の擁護全般を司る機関とすることが望まし

い 。

第 9 現行の民法等に基づ く成年後見制度の抜本的改革の必要性の提言

1 現行成年後見制度の廃止を含めた抜本改革

民法等に基づく現行の成年後見制度は、本人の意思、意向を引き出して支援するという本来の

あり方よりも、本人の意思能力と財産管理を中心とする生活上の権利を否定、剥奪 し、本人の権

能のほとんどが後見人に権限として移管される仕組みと批判されており、権利条約第 12条 2項

「締結国は、障害のある人が生活のあらゆる側面において他の者との平等を基礎として法的能力

を享有することを認める。」等の規定の趣旨に照らしても、本質的に問題が大きく、一旦廃止す

ることを含め、本人の意思と能力を最大限尊重し、それを基礎として側面から支援する仕組みに

抜本的に改革されるべきである。

2 報酬援助

現行の成年後見制度の抜本改革を前提として、自己決定、意思形成に関する支援員のための報

酬援助金を請求する権利を保障するべきと考える。

「契約制度」等における障害者の自己決定を実効的に保障するため、上記の現行成年後見人制度

の抜本的改革を前提として、本人の自己決定、意思形成への支援に関する支援員のための報酬援

助金が本人に個別給付請求権として保障されるような法制度改革が必要である。

第 10 共生社会実現のための幅広い世論の共感が必要

…共に生きる社会 を実現するために広報、世論喚起 を…

推進会議第一次意見第 2の 「改革の基本的考え方の 5」 は、「共生社会」の実現である。

障害は誰にでも何時にでも起こりうるものであるが、現実には社会的不利益・負担が一部の

人に偏在、固定 していることが不公平・不平等なのである。

この不平等を解消することが大切であり、そのためにはこの障害者福祉制度改革が障害のあ

る人に限らない全てのひとにとつてわがこととして共感することが重要である。

教育・広報等も含めて幅広い世論の共感が得られなければ改革の成功はなし遂げられない。

その観点を実現することを目的とした具体的制度を新法に組み入れる必要がある。

第四章 論点と意見

第 1 【法の名称】「障害者の社会生活の支援 を権利 として総合的に保障す る法律」

基本合意第一条において、「そこにおいては、障害福祉施策の充実は、憲法等に基づく障害者の

基本的人権の行使を支援するものであることを基本とする。」と確認されている。

恩恵的歴史を辿ってきた日本においては法の名称に「福祉」も用いないほうが適切である。

「人権保障としての障害者支援」を確認することがなにより大切である。

「憲法に基づく基本的人権保障としての障害者支援法」を確立しなければ、すべては「行政施策

上の裁量権」に収敏され、当事者が支援の中身に立ち入ることはできない。
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① 障害者権利条約の国内法化という法制定の意義に鑑みれば、権利という文言は不可欠。

② 障害者の権利保障の法規の確立こそが重要という認識を関係者が共有し、基本合意で確認さ

れたことを活かす。

③ 本法のメインの守備範囲を明確にするため、「社会生活の支援」を入れる。

④ 誰もが制度の谷間にこばれ落ちない総合的な支援の必要性を法名に入れるべき。

これは、本法に基づく支援が、上記③の「社会生活」を中心としながら、わが国で顕著な縦

割り行政の仕組みで支援が分断されがちの支障を解消し、教育、労働、交通等の関係隣接分野

にも柔軟に適用、利用できることを強調する狙いがある。

以上から、この名称が適切と考える。

第2 【前文の必要性】

結論 :前文はこの法に必須である。

議員立法にあつても内閣提出法には付けないなどという旧弊に縛られる必要は何らない。

全国 1000万 人を超えると思われる障害者と、その家族、支援者、一般国民、全ての人にとって、

今回の改革の経緯と理念が伝わ り、新法の意義を関係者が共有し、個別規定の解釈指針とするために

も、前文でこの法の精神を高らかに謳うことが改革を成功させるためにも不可欠である。

第3 【そもそも、この総合福祉法は、誰の何のためにつくるのか?】

障害をもつ人々が普通の市民として生きるために必要不可欠な社会的支援を行うため。ライフ

ステージの全ての段階における個人の尊厳の保障を図るための制度。

これは現在障害を持つ人だけでない全ての市民のためのものである。

また、何らかの機能障害あるいは疾病を持ち、生命の維持および一般の市民と平等に人として

の尊厳を尊重され幸福追求権をもち、社会の一員として社会に参加するにあたって支援を必要と

する人のためである。

なおこれらの人についてはその居住地、性別、国籍、年齢、施設・病院に入院、入所 している

か否か、矯正施設刑事施設 (受刑者には一定の制約はありうるが)入管施設にいれられているか

否かを問わず平等にこの法の対象として権利を持つ。

この法律は障害者権利条約の国内履行のための法律であり、障害者権利条約 1条目的 3条一般

原則、4条一般的義務に照らして、上記が求められる。

第 4 【憲法、障害者基本法等 と「総合福祉法」 との関係 をどう考 えるか ?】

基本合意で確認された「障害者の基本的人権の支援」ということ、憲法に基づく制度というこ

とが明文で記載されることが必須である。

基本合意書第一条「新たな総合的な福祉法制においては、障害福祉施策の充実は、憲法等に基づ

く障害者の基本的人権の行使を支援するものであることを基本とする。」が新法の基本である。

個人の尊厳 (憲法 13条 )と 生存権 (憲法 25条)が平等に保障される (憲法 14条 )こ とが

障害福祉の本質であり例えば

「この法律は、憲法第 13条、第 14条、第 25条、障害者基本法、障害者権利条約の精神に

基づき、国 口自治体・公権力が、障害を持つ市民一人ひとりが人として尊厳ある暮らしを営むこ

とのできる権利を十分に保障し、障害を持つ市民が当たり前の市民として社会参加できるための

実質的な機会平等を保障し、障害を持つことに対する社会的不利益、不平等を解消する義務を尽

くすべきことを明らかにする。」等の条項が必要。
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基本法自体について、差別禁止法及び支援権利保障法の上位法規として、さらに権利性を強め

る改正を実行することを前提に (基本法においてある程度の権利の抽象性は止むを得ないが)、 下

位規範としての位置付けを「基づき」等として明確化するべき。

第 5 【障害者権利条約の「保護の客体か ら権利の主体への転換」「医学モデルか ら社会モ

デルヘの転換」をふまえた理念規定について どう考 えるか ?】

法の理念規定を作るべきである。

従来、障害者対策実施の反射的利益を享受する受け身の客体に過ぎなかつた機能障害者は、自

力で更生する努力をして障害を克服 し、更生のための障害者の努力を支援するのが福祉の目的だ

とされてきた。

そうではなく、「障害の本質とは、機能障害を有する市民の様々な社会への参加を妨げている障

壁にほかならないことをここに確認 し、機能障害を持つ市民を排除しないようにする義務が社会、

公共にあることが今後の障害者福祉の基本理念として確認される」等と規定されるべき。

障害者支援制度の存在意義は「障害を持つあなたは何も悪くない、何の責任もない、障害によ

る様々な社会的不利益、不平等を公的に支えるからこの社会で共に生きていきましょう。」そうい

うメッセージを与え、そのための具体的支援をすることである。

第 6 【推進会議では「地域で生活する権利」の明記が不可欠 との確認が され、推進会議 ロ

第一次意見書では「すべての障害者が、 自ら選択 した地域 において自立 した生活 を営

む権利を有することを確認するとともに、その実現のための支援制度の構築を目指す」

と記 された。これ を受けた規定をどうするか ?】

新法の前文で「すべての障害者が、自ら選択した地域において自立 した生活を営む権利」が憲

法 13条、 14条、21条、22条、25条等に基礎づけられた権利であることを明らかとした

上で、各種支援規定を設けるに際して、この権利が実質的に確保されるためのより具体的な権利

規定ないし請求権規定を置 くべきである。

「すべての障害者が、自ら選択 した地域において自立した生活を営む権利」は、障害者権利条

約 19条でも定められている重要な権利であり、その具体的内容も多岐にわたる。障害者権利条

約 19条では、(A)か ら (C)項が掲げられているが、これは例示列挙と解すべきであり、新法

ではこの権利の実質的確保のため、さらに十分に内容を検討した上で、各種支援を定めるに際し

て、この権利の趣旨を十分に踏まえた権利規定ないし請求権規定を置 くべきである。

個別規定としては、

「1項 障がいのある人は、みずからの意思に基づきどこに住むかを決める権利、どのように暮

らしていくかを決める権利、特定の様式での生活を強制されない権利が保障される。

2項 国及び地方公共団体は、障がいのある人に対 して前項の権利を保障する公的義務があ

る。」などの条項を設ける。

第 7 【障害者の自立の概念 をどう捉えるか ?その際、「家族への依存」の問題をどう考え

るか ?】

自立概念については、自律自己決定と同時に、支援を受けた上での自律自己決定ととらえられ

るべきであり、さらに自律自己決定の前提は選択肢の保障であり、自律の概念規定以前に選択肢

保障が法的になされるべきである。選択肢保障のないところに自己決定はない。国 口自治体が公

的に保障するべき障害者福祉が家族に依存することは否定されるべき。
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自立はたんに経済的自活や、一人で何もかもできることではないということが確認されるべき

である。そうでないと「自立」のために一生訓練に費やすことを強いられたり、全生活を医療の

傘に下に置かれることになり、障害を持つ者が他の者と平等に扱われないことになる。

また病院・施設 しか生きる場がない、あるいは限られた選択肢を押 し付けられるということが

ないよう、選択肢の保障は自律自己決定の前提である。

なお否定されるべき「家族への依存」は、障害者の家族への依存のことでなく、国が果たすべ

き支援を家族へ依存 していることである。

第 8 【「地域で生活する権利」を担保 してい くために、サー ビス選択権 を前提 とした受給    .
権が必要 との意見があるが、これについてどう考えるか ?】

当事者に支援選択権のあることを条文で明記すべき。                       ・

なお、「受給権」なる表現は、施策の客体としての受け身の存在を前提としており、今回の改革

の方針に照らして相応 しくない。

そして、支援選択権を実効あらしめるために、地域の中に多様で選択できる社会資源や支援シ

ステムが,地域格差なく用意されていく必要があり、国・地方公共団体には、それらの整備義務

のあることが明記されなければ、支援選択権は絵に描いた餅になる。

支援請求権の根拠は憲法第 13条の自己決定権であり、当事者に選択権があることが根本であ

る。在宅支援を求める当事者に公権力が入所施設への入所を選択する権限は原理的にない。

それにも関わらず、それを条文で明記しなければ、そのような不条理が抑止できない。

そして、支援申請権を明記 し、その重要性の担保を制度化する必要がある。

支援申請権が権利として保障されていることを明記することは当然の前提として、行政が申請

をさせないという申請拒否行為が違法であることを明記し、処分庁個人及び違法行為者個人に制

裁を課すなど実効性確保の制度が必要である。

第 9 【条約第 19条の「特定の生活様式を義務づけられないこと」をふまえた規定を盛 り

込むか、盛 り込む とした らどのように盛 り込むか ?】

特定の生活様式を障害当事者の意向等を無視 して強制することが問題であり、特定の生活様式

が問題ではなく、それを強制することが問題であると考えられる。規定するとすれば「本人の意

に反して特別な生活様式を強制 してはならない」とすべきである。

第10 【障害者の福祉支援 (サービス)提供にかかる国ならびに地方公共団体の役割を
どう考えるか?】

社会全体の一般的な地域主権 (地方分権)の方向性は否定されるべきでないものの、生命と個    '
人の尊厳保障に直結する障害者支援の分野において、国はナショナル ミニマムとしての社会福祉

を公的に保障する責務があり、国の果たすべき役割は大きい。

地域に実施を任せた地域生活支援事業に象徴されるように障害者自立支援法が、様々な地域格

差、サービス低下を招いたと強 く批判されてお り、その反省にたった改革が大切である。

少なくとも生きていく上で不可欠な福祉支援については、住んでいる地域によって差がつけら

れるようなことがあつてはならない。常時介護を必要とする人に対する支援について、地域での

生活が継続可能となる最低保障水準については、地方公共団体に委ねるのではなく、ナショナル

ミニマムとして、制度・財源の両面において国が責任を負うべきである。

障害者の福祉支援 (サー ビス)提供は、障害者の生存に関わるものであり、A市においては生
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きられるが、B市においては生きられないなどということがあつてはならない。

いくら地域で暮らすことの自由を言つたところで、そのための支援を実施する事業所が地域に

存在せず、支援員もいない状態では、暮らすことが出来ず、それは公権力の公的責任履行義務違

反であり、基本的人権が保障されていない憲法空白地域を意味するものであり、基盤整備義務を

国と自治体の法的義務としなくてはならない。

また、情報格差のもとで障害者の自己決定の保障を実質化していくための仕組み作 りの観点が

重要である。国・自治体の制度、施策の教示 口周知義務を徹底 し、福祉にたどり着けていない人、

支援のネットからこばれ落ちている人を一人でも減らす努力が必要である。

第 11 【新法の守備範囲】

障害者が一市民として暮らし、社会参加するために受けている社会的制限を除去 口是正するた

めの支援一般がこの法の対象である。

中でも、社会生活上の支援を中心の守備範囲とする。

従来の障害者福祉の分野を基本としながらも、教育 口司法・労働等にも横断的に適用できるよ

うな法制度とする。

分野ごとに分断されてきたわが国の縦割 り行政の弊害で、一人の人間の支援も分断されて使い

づらい仕組みであつたことを解消するため、この法の支援は他の分野の垣根を超えて、制度の谷

間のない (シームレスな)支援を実現するため、柔軟に利用できる制度

医療 :自 立支援医療に相当する分野は本法の対象。

排痰ケアーなど、医療と福祉の重なる分野において、本来的な範疇を医療法にて定めるこ

とも前提としながら、障害児者支援のために必要な規定は本法に設ける。

労働 :障害者雇用促進法の廃止を含む抜本的見直しとともに障害者就労支援保障法として別個

の法律を制定。日中活動の場の保障は本法で。

コミュニケーション:聴覚障害者団体の意見にあるように独立法とすることも一考に価するが、

障害種別を超えたコミュニケーション支援が必要であり、今回は本法の対象と考える。

障害児 :児童福祉法を基本とするが、障害のある児童の障害特性にあった支援保障がなされる

ための基本的な権利を本法でも規定しておく必要がある。現在の行動援護、重度訪問介護、居宅

介護等は障害児の権利も保障するべき。

高齢者 :介護保険法が基本であるが、障害のある高齢者等が介護保険優先利用を義務付けられ

ることが無く施策利用の選択権を保障するべき。

住宅政策・移動支援・交通バ リアフリー :国交省の施策との有機的連携が必要。

社会福祉法 :今回の改革の理念に照らして必要な条項の修正。

教育 :通学支援、学校内介護等は本法で規定。財源は文部科学省の予算。

精神保健福祉法 :将来的には廃止の方向。

第 12 【身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健福祉法、児童福祉法、その他

の既存の法律のあ り方、並びに総合福祉法 との関係についてどう考えるか ?】

当面は、関連法の必要な改正。

障害の種別ごとの制度の谷間をなくすことが今回の法制定の目的である以上、身体・知的・精

神の障害別 3法は廃止の方向性を確認 しつつ、 5年から10年等の中長期的課題として実務的課

題として進める。

精神分野については精神保健福祉法廃止とともに精神医療の充実のためにも精神に特化しない
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医療基本法および患者の権利法制に統合するべきである。

新法の理念に則 して、社会福祉法の改正も必要。

また発達障害者支援法も今後発展的に新法に包括 口統合されるべきである。

新法制定 と同時に「社会福祉法」の改正が必要不可欠である。

「障害者自立支援法」に関する規定が新法に基づくものに改正されることは当然の前提。

それ以外の部分について。

改正前                                           `

「第3条  (福祉サービスの基本的理念)福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容は、福     ′

祉サービスの利用者が,い 身ともに健やかに育成され、又はその有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるように支援するものとして、良質かつ適切なものでなければならない。」

↓

改正後

「第3条  (福祉支援の基本的理念 )

1福祉支援は、個人の尊厳の尊重を旨とし、その内容は、福祉支援の利用者の幸福追求の権利が尊ば

れ、各自が自立した社会生活及び日常生活を営むことができるように支援するものとして、良質かつ適

切なものでなければならない。

2 福祉支援は憲法第25条、第13条、第14条等の個人の基本的人権を保障することを基本とし、支援

の最終責任は国・地方公共団体にあることを確認する。」

他の条項も サービス→支援

事業体系等に関しては、他の作業チームの意見参照。

第13 【地域生活移行促進のための時限立法の必要性】

わが国では障害者の地域生活移行が一向に進まない現実があり、地域生活移行を実現するため    ・

の総合的プロジェク トとして「地域支援充実と地域移行促進法 (仮称)」 といつた時限立法制定

と施行が必要である。

この点は、地域資源チームが主に検討。

また、このプロジェク トが国民的課題として周知され、官民一体となったムーブメン トとなる

よう、政府広報を行うことはもとより、定期的に番組を放映する、民放を含めテレビで積極的に

取り上げてもらうよう活動するなど積極 口果敢な活動が必要である。
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理念・目的チームについての主要な意見 【補足版】

■「障害者の社会生活の支援を権利として総合的に保障する法律」 (案)についての主要な意見

*本文中に書かれている「本法」の表記は「この法律」にする、障害をもつ人の表記は障害のあ

る人などと統一すべき。

*法の名称に関わつて、広汎な領域について提起しているが、総合福祉法としての整備を軸とし

て他法の関連領域についての整備をする法とすべきが適切なこの法の位置付けと思われる。従

つて、その内容にら、さわしい名称とすべきである。

*自立の定義は、非常に重要であるにも拘らずあいまいな表現になつている。具体的な表現をす

べきである。例えば、かわさき基準推進協議会のものを参考にしてはどうか (*かわさき基準

推進協議会 :「 自立」とはすべてを自分でできることを意味するのではなく、「自らが望む」、「主

体的に選択、自己決定できる」ことであり、家族や地域が協力することも含めて実行、実現で

きることを意味します)。

*請求権との表記があるが、解釈によっては自治体の裁量権とも捉えられかねず、むしろ受給権

と記した方がいいのでは。但し、受給権が受け身的なニュアンスがあるとすれば、別の表現を

模索するのも。

*都道府県・市町村の義務については、表現方法の検討を、また地方自治体が担う公的責任の範

囲については、国と地方自治体との役割も含めて、今後十分な議論・検討が必要である。

*国・都道府県・市町村の義務に、24時間の支援が必要な障害者も含めること、その際財政調整

や支援を保障する具体的な義務について明記すべき。

*障害児の支援を求める権利の 3項目目は、推進会議の第二次意見 6)「障害のある子ども」の「障

害のある子ども及び家族への支援」の趣旨を踏襲すべき。

■「新法の理念・目的」分野に関する意見についての主要な意見

●第 3章、第 7医療と福祉の連携の重要性、医療的ケアの地域での保障について

*・ …医療的ケア (精神医療的ケアは除く)・ …、とあるが括弧内の削除。また、但し……精神障

害者についての医療は、医療法において規定されるべきものである。とあるが、精神障害者の医

療を医療法に限定するような表現は修正して欲しい。医療・合同作業チームでも統一した意見集

約に至っていない。

*連携するにあたっては本人の意向を尊重することが重要である。また、医療的ケアの必要な全

身性障害者で、本人が望まない場合は、ヘルパー等の福祉施策のみで対応すべき。  ‐

●第 4章、第 12 身体障害者福祉法、知的障害者福祉法―・

*3法は廃止の方向性を確認しつつ、…・精神分野については……精神に特化しない医療基本法お

よび患者の権利法制に統合するべきである。とあるが容認できない。理由は、精神障害者の医療の

問題は、入院前後を含めての包括的な対応が必要であり具体的には、保健 (行政、保健所)医療、

福祉が関与しなければならない。その際、非自発的な入院や治療が提供される場合には人権的視

点からの「適切な手続」きが必要不可欠である。医療法で規定することは困難であると考える。
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総合福祉部会 第 12回

H232151  資料 2

「障害 」の範 囲チー ム 作 業 チー ム報告

平成 23年 1月 25日

本作 業 チーム にお ける検討範 囲

(分 野B障害 の範 囲 )に 列挙 され た各論 点

作 業チー ム にお ける各論 点 につ いての議論

)項 目B-1法の対象規 定 につ いて

ア 論 点

論 点B-1-1)推 進会議 で は、障害 の定義 につ いて、 「社 会 モデル

に立 った、制度 の谷 間 を生 まな い定義 とす る」ことが確 認 され て い

る。これ をふ ま えた 、「総合福祉 法 」にお ける障害 の定義や支援 の

対象者 に関す る規 定 を ど う考 え るか ?

論 点B-1-2)「 自立 支援法 」制 定 時の附則 で示 され て いた 「発達

障害 、 高次脳機 能 障害 、難 病 (慢 性 疾患 )」 等 も含み こん だ規 定 を

ど うす るか ?制 限列挙 で加 えるのか 、包括 的規 定 にす るのか ?

結 論

前記 アの各論 点 につ いての作 業 チー ム に お ける議論 の結果 は、別

紙 1「 障害」の範 囲 チーム ～「障害 」の定義規 定 に関す る検 討整理

案記載 の とお りで ある。

2)項 目B-2手続 き規 定 につ いて

ア 論 点

論 点B-2-1)障害手帳 を持 た な い高次脳機 能 障害 、発達 障害 、難

病 、軽度 知 的、難聴 な どを有 す る者 を排 除 しな い手続 き規 定 を ど う

考 えるか ?

結論

前記アの各論点についての作業チームにおける議論の結果は、

別紙 2「 障害」の範囲チーム～手続規定に関する検討整理案記載の

とお りである。

以 上



別紙 1 「障害」の範囲チーム～「障害」の定義規定に関する検討整理案

第 1 作 業 チー ム案 につ いて

(作 業 チーム案 )

「障害者 とは、身体 的 また は精神 的な機 能 障害 (慢 性 疾患 に伴 う機能 障

害 を含 む )を 有す る者 と、 これ らの者 に対す る環境 に起 因す る障壁 との間

の相互作 用 に よ り、 日常生活又 は社会 生活 に制 限 を受 ける者 をい う。」

1 「身体 的 また は精 神 的な機 能 障害 」

(1)作 業 チー ム では、当初 、障害者権 利条約 1条 後段 に お ける「身体 的 、

精 神 的、知 的又 は感覚 的な機能 障害 」 とい う文言 や 、発達 障害者支援

法 2条 1項 の 「脳機 能の障害 」 とい う文言 を参 考 と した上 、 「その他

これ に類す る機能 障害 」 とい う文言 を付 して、障害 の種 類 を例 示列挙

しつつ 、包 括 的な規 定 とす る ことを検 討 した。

(2)し か し、特 定の障害名 に着 目 し例 示列挙 とす る場合 、 どの特 定障害

名 を例 示列挙 の対象 と して条文 に明記 し、 どの特 定障害名 を 「その他

これ に類す る機能 障害」の概 念 に包 摂す る もの とす るのか につ いて合

意 を得 る ことが難 しい。また、例 示列挙 の対象 とな る障害 名が 多数 に

のば り、条 文が長 くな る ことや 、今後新 た な障害が発見・ 認 知 され た

場合 、 これ を例 示列挙 の対象 とす る要請 が強 ま る ことが予想 され 、そ

の都 度 、法改正作 業が必要 とな る可能性 が ある ことな ど、 多 くの問題

点が指摘 で きる。

(3)そ こで 、特 定の障害 名 に着 目す る ことを行わ ず 、人の活動実態が 身

体 活動 と精 神作用 で ある ことに着 目 して、 「機能 障害 」の範 囲 を定 め

る ことが適切 で ある との結 論 を得 た。す なわ ち、 「機 能障害 」 とは、

人の身体活動機能 また は精 神作用機 能 の双方 また は一方が 、その全部

また は一部 に おいて喪 失 し、または減 弱 した状 態 と捉 える ことと し、

これ を表す文言 と して、 「身体 的または精 神 的 な機 能障害」 とい う文

言 を採用す る ことと した もの で ある。 この よ うに捉 える ことに よ り、

全 ての「機 能障害」を谷間 な く拾 い上 げ る とともに、今後新 たに発 見 ロ

認知 され る障害 をも含み得 る規 定 にな る と考 え られ る。

(4)な お、 この 「機 能 障害 」が 「長期 的」 な もの で ある ことを要 す るか

につ いて は、議論 が あるの で、後述す る。

2 「慢性疾患 に伴 う機能 障害 を含 む」

(1)こ れ は、難病が 「機 能障害」 に含 まれ る ことを注意 的 に規 定す るた



(3

3

(1

(2

4

(1

め、挿入することとした文言である。

2)難 病に罹患 した者は、 日常生活を営む上で、医療的サー ビス ととも

に、福祉的サー ビスを受けることが必要 となる。 しか し、現実には、

「疾患」は病であって医療的サー ビスの対象、 「障害」は福祉的サー

ビスの対象 とする二者択―の立場が根強 い。 このような現状に照 らせ

ば、 「機能障害」の解釈 と して、 「疾患」によるものを除 くとする解

釈が採 られかねない危険がある。

3)そ こで、本条における「機能障害」概念は、「疾患」に伴 うもの を

排除 しない趣 旨であることを明 らか とす るため、 「慢性疾患に伴 う機

能障害 を含む」という文言 を注意的に規定す ることとしたものである。

このよ うな文言は、医療サー ビスを受けなが ら、福祉サー ビスを必要

とする障害者が多数存在すると考え られ ることや、従来、制度の谷間

に置かれていた発達障害、高次脳機能障害、難病の他、精神障害な ど、

症状が固定せず、可変的な障害者が、医療サー ビスを受けつつも、本

法の支援の対象者であることを確認するために挿入す ることとしたも

のである。

「これ らの者に対す る環境 に起因する障壁 との間の相互作用によ り」

)こ の文言は、障害者権利条約の前文 (E)項 を参考 としたものである。

)「障害」 をどのようなもの と して捉えるかについては、作業チーム

において、障害者が他の者 と平等な立場で社会に参加す ることが阻害

されていることとして捉 えること、すなわち 「参加障害」 として捉 え

ることで意見の一致 をみたが、人間が生物 と しての存在である以上、

「機能障害」の側面 を無視す る規定 とな っては、 「障害」の概念 自体

が漠然 としす ぎるきらいが あるとの指摘がなされていた。

)そ こで、作業チーム としては、 「障害」を、 「機能障害」を起点 と

しつつ、最終的には「参加障害」 と して捉えることで意見の一致 をみ

た。そ こで、作業チーム としては、 「機能障害」 と「環境に起因す る

障壁 との相互作用」が 「参加障害」の原因であることを定めることを

一案 とす ることと した。

)な お、「環境」の内容、及び「相互作用」 を規定するか否かについ

て、議論があるので、後述す る。

「日常生活または社会生活に制限」

)こ の文言は、障害者基本法 2条、発達障害者支援法 2条 2項 でも用

い られている表現であ り、「障害」を「参加障害」と して捉 える場合、

具体的にどのような点で参加が阻害 されているのかについて、その阻

(4



害内容 を包括的に定めようとするものである。

(2)こ の文言の解釈にあたっては、 「生活」、「制限」の内容 を狭 く解

されないよ う注意する必要がある。 この 「生活」 とい う文言は、「生

活上の主要な活動」 という意味に狭 く解 され るべ きではな く、また、

「制限」 とい う文言は 「多大な支障」 という意味に狭 く解 され るべ き

ではない。前述 した とお り、「障害」 を障害者が社会に参加すること

を阻害 され る状態 (参加障害)と して捉 える以上、 「生活」 とは主要

な活動であるか否かを問わず、また 「制限」 とは多大な支障であるか

否か を問わず、広 く障害者の社会への参加が阻害 され る状態 を含むも

の として解 され る必要がある。

(3)ま た、 この文言については、「継続的に日常生活または社会生活に

制限」 とす ることや、「日常生活または社会生活に相 当な制限」 とす

ることなどの案が ある。このように 「継続的に」や 「相 当な」 という

文言の双方または一方 を付するか否かについては、議論があ り、後述

する。

第 2 要検 討事 項

論 点 1 例 示列挙 の要 請 につ いて

(1)本 作 業チー ム にお いては、 「身体 的 また は精 神 的 な機 能 障害 」 とす

る ことで一致 をみ たが 、特 定の障害 名 に着 日 して、例 示列挙 を行 うベ

きで ある との要 請 も強 い。特 に、発達 障害 につ いては、既 に発達 障害

者支援法が制 定 され 、その対象者 も相 当数 に達 す る との調査結 果が あ

る ことか ら、身体 、精 神 、知 的に並ぶ もの と して発 達障害 を法 文上 明

記 すべ き との意 見が 、本作 業 チーム で も出 され て いる。

(2)こ れ まで制度 の谷 間 にあ つた障害 につ いては、法 文 に明記すべ き と

の要請 が強 い ことは十分 に理解 され るべ きで ある。高次脳機 能障害 、

難病 の他 、社 会 の理解 が得 られ に くいてんかん な ど、社 会 の認知 をは

か るべ き障害 は多数 に上 る。

「障害」の定義規 定 につ いては、障害者基本法 の定義規 定が どの よ う

に定 め られ るのか とい う点 との 関係 もあ り、例 示列挙 の手法 も含 め 、

引 き続 き検 討 され る必要が ある。

論 点 2 「長期 的 な・ 口機 能 障害 」 とすべ きか につ いて

(1)「 長期 的 な」 との文言 を機 能障害 に付 す るべ き との意 見 は、一 時的

な機能 障害 は本法 に お ける支援 の対象 とはな らな いの ではな いか との

考 え方 に基 づ くもの で ある。



論 点 3

(1)
ア

イ

(2)一 時的な機能障害については、二つの見方が可能である。その一つ

は、一時的なものであれば、将来回復 口治癒す ることが前提であるか

ら、本法の支援対象か ら外 しても問題はないとする見方であ り、他の

一つは、一時的なものであつても支援の必要性が存在する限 り、本法

の支援の対象 とすべ きであるとの見方である。前者は、支援の対象者

が過度に広が りす ぎることへの懸念か ら、定義規定 自体に絞 りをか け

ようとするものであ り、後者は、定義規定には絞 りをかけず、支援 を

申請す る際の手続 きにおいて、支援の必要性や支援の相当性 を判断す

る中で、絞 りがか けられれ ば十分であるとの考え方に基づ くものであ

る。

(3)い ずれの見解 を採用するかについては、手続 き規定をどのように定

めるのか、相談支援業務の内容な どとの関連の中で判断 してい く必要

がある。引き続 き検討が必要な事項である。

「環境 」 、 「障壁 」、 「相互作 用」 の 内容 につ いて

「環境 」 につ いて

「環境 」の 内容 と しては、一般 的に、物理 的環境 、制 度 的環境 、

情報環境 、心理・ 態度 に伴 う環境 が含 まれ る とされ る。

しか し、 「態度 」 に よる 「障壁 」 は、差 別禁止法 に よ り解 消 され

るべ き問題 で ある とも考 え られ る ことか ら、本法 に定 め る 「環境 」

の 内容 と して は考慮 しな くて もよいの ではな いか との見解 も成 り立

つ。今後 、 「環境 」 とい う文言 を用 いる場 合 には、その 内容 を検 討

す る必要 が ある。

(2)「 障壁」 につ いて

この文言 につ いて も、内容 が不 明確 とな る可能性 が ある。 どの よ うな

もの を 「障壁 」 とす るのか につ いては、その 内容 をある程 度検 討 し、例

示 で きるよ うに して い く必要 が ある と考 え られ る。

(3)「 相互作 用」 につ いて

ア  この文言 につ いて も、内容 が不 明確 とな る可能性 が ある。作 業  チ

ー ム にお ける議 論 では、内容が不 明確 で あるがゆ えに、 この 「相互

作用 」 を用 いな い定義規 定 も検 討す る必要 が ある とされ て いたが 、

十分 な検 討 を行 うことが で きなか つた 。

イ 今後 、 「相互 作用 」 とい う文言 を用 いる場 合 には、その 内容 をあ

る程 度検 討 し、例 示 で きるよ うに して い く必要が ある と考 え られ る。

論 点 4 「継続 的に ロロ制 限」 、 「相 当な制 限」 とす る ことにつ いての議

論 につ いて



(1)「 日常生活 または社 会生活 に制 限」 とい う文言 に 「継続 的 に」 また

は 「相 当な」 とい う文言 を付す るか否か につ いての議論 も、論 点 2で

述べ た よ うに、 「障害」の定義規 定 自体 に絞 りをか けるのか 、定義規

定 自体 には絞 りをか けず 、手続 き規 定 にお ける支援 の必要性 や支援 の

相 当性 を判 断す る中で絞 りがか け られれ ば よい とす るのか に関わ る議

論 で ある。従 つて、手続 き規 定の定 め方 、相談支援 業務の 内容 とも関

連す る問題 と して、引 き続 き検 討す る必要 が ある。

(2)た だ、 いずれ の立場 を採用す る と して も、 これ を判 断す る者 の 問題

は残 る と考 え られ る。 どの よ うな者 に判 断 を委ね るのか 、判 断者 は一

人か複 数か 、判 断が 区 々にな らな いよ うな方策 を どの よ うに立 て るの

か な どが 、引 き続 き検 討 され る必要 が ある。

以上

(部 会委 員か らの追加意 見 )

・「慢性 」 と認 定 され る期 間の検 討が必要 で ある。新法 にお ける「障害者 」

と認定 され るため には、一定の期 間継続 の要件 を付す ことに よ る線 引 き

が必要 で ある。

・ 「難病 」の 内容 につ いて、具体 化す る必要が ある。



別紙 2 「障害 」の範 囲 チーム ～手続規 定 に関す る検 討整理案

第 1 手続規 定 にお ける論 点 につ いて

手続規 定の議論 に おいては、定義規 定 で定 め られ た障害者 が 、その者

が必要 とす る支援 を受 ける ことが で きるよ うにす る手続 きを定 め る こと    ｀

にな る。す なわ ち、支援 を必要 とす る者 が (支 援 の必要性 )、 その必要

に応 じた相 当な支援 (支 援 の相 当性 )を 受 け られ るよ うな制度 が議 論 さ

れ な けれ ばな らな い。 したが って、 ここで議論 すべ き点 は、以下の よ う

に整理 す る ことが で きる。

A 支援の必要性 を しめす指標

Al 「機 能 障害 」 を示す具体 的資料

A2 本 人の支援 申請行 為

A3 環境 に よる障壁 との相互作 用 に よ り、 日常生活 または社 会 生活 に

制 限 を受 けて いる事 実の認 定

B 支援 の相 当性 の確保

支援 の必要性 に応 じた相 当な支援計画 の策 定の ための方法

第 2 Al 「機 能 障害 」 を示す具体 的資料

1 基本方針

機 能 障害 の存在 を示す ための資料 と しては、従 来 、障害者 手帳が用 い

られ て きた。 しか し、新法 にお ける支援 は、手帳 の有無 に関わ らず 、支

援 を必要 とす る障害者 が 、 自 らの必要 とす る支援 を受 け られ るよ うに し

な けれ ばな らな い。本作 業チーム において も、 この よ うな基 本方針 の下

に、議論 を行 つた。

2 作 業 チーム にお ける議論

(1)機 能 障害 を示す具体 的資料 と して は、 まず 、医師の診 断書 の利用 が

考 え られ る。医師の診 断書 は、機能 障害 の存在 を示す資料 と して、公

正性が担保 され る点 で優れ て いるが 、他 方 で 、発達障害 、高次脳機 能

障害 、難病 な ど、医師の診 断書 が得 に くい場 合 も考 え られ る。

(2)そ こで、公正性 を確 保 しつつ 、医師の診 断書 が得 られ に くい場 合 に

対処す る方策 と しては、以下の 2つ の方 策 を検討すべ きで あ る との意

見が 出 され た 。

① 医師の診 断書 に限定せ ず 、意 見書 で もよい もの とす る。

②「機能障害」の存在を判断する者を医師のみとせず、その他障害特

性に関して専門的な知識を有する専門職の意見でもよいとする。

(3)特 に、前期②に関しては、具体的な専門職として、理学療法士、作



業療法 士 、言語聴覚 士 、臨床心理 士 、発 達心理 士 、精 神保健福祉 士 、

看護 師 な どが挙 げ られ て いる。

(4)ま た機 能 障害の認 定 に際 しては、各障害 当事者 団体 が有す る認定基

準 を用 いる ことも一方法 と して考 え得 る。各障害 当事者 団体 の有す る

認 定基準 を用 いる場合 には、公 正性 を確 保 し、国民の理解 を得 られ る

よ う、公表す る ことが検 討 され な けれ ばな らな い。

(5)な お、 この 「機能 障害」 には、 「長期 的な」 とい う文言 が付 され る

余地 も残 され て いる。 この 「長期 的な」 とい う文言が付 され た場合 、

その期 間 を どの程 度 とす るのか につ いて、議論が な され る必要 が あ る。

また、障害 の性 質 に よ つては、症状 を発祥 した後 、速 やか な支援の実

施 が必要 な場合 も考 え られ 、 この よ うな緊急性 の要請 が あ る場合 と、

「機 能 障害 」の認 定の ため に一定期 間の経 過 を必要 とす る「長期 的な」

とい う文言 を付す こととの調 整が検 討課題 とな る と考 え られ る。

第 3 A2 本 人の支援 申請 行為

1 基本 方針

「保護 の客体 か ら権 利の主体へ 」とい う基本 的立場 を前提 とす る以上 、

新法 にお ける支援 の提 供 は、まず 、障害者本 人の意 思 に基 づ く申出が必

要 とな る。本作 業 チー ム に お ける議論 も、 この点 を出発 点 と して いる。

2 作 業チー ム にお ける議論

(1)障 害者 の場合 、障害者本 人が十分 に支援の必要性 を理解 し、 申請 を

行 うことが で きな い場 合 も考 え られ る。 この よ うな場合 には、家族 な

ど、障害者本 人の生活 を支 え る関係 者 の意 見 を、障害者本 人の意 思 を

推認す るもの と して考 える必要 が ある。従 つて、新法 にお いては、障

害者本 人の家族 に よる支援 の 申請 も許容 す る ことが 望 ま しい。

(2)た だ 、家族 が抱 える事情 も様 々で あ つて、家族 で あ つて も障害 の理

解 が不十分 な場合 や 、障害者本 人の立場 を尊重 して いな い場合 な ども

考 え られ る。家族 か らの 申請 を許容す る場合 には、 どの よ うな支援 が

必要 で あるのか につ いて、相談支援機 能 の充実 をはか り、障害者 本 人

や 、その家族 をサ ポー トして い く体 制 を整 える必要 が ある。相 談支援

事 業の一 内容 と して、第二者 アセス メ ン トの制度 が検 討 され て もよい

と考 え られ る。

(3)ま た、障害者本人のみな らず、その家族においても、障害の理解が

十分ではな く、必要な支援の申請にさえ結びつかない場合 も考え られ

る。 このような場合に備 えて、相談窓口と、障害者本人、またはその

家族 とを結ぶためにも、地域ネ ッ トワークの構築 をはかる必要がある。

(4)申 請行為に用いる申請用紙には、予め特定障害名 を列記 しておき、



これ を定型 と して全 国―律 に用 いる方法 が考 え られ る。 「障害者 」の

定義規 定 にお いて、 「身体 的または精神 的な機能 障害 」 とい う包 括規

定 に よ り定 め る場 合 、 あ らゆ る障害 を包 摂 して谷 間 を生 まな い利点が

ある反 面 、具体 的 に どの よ うな障害が含 まれ て いるのかが条 文上 は不

明確 とな つて しま う。そ こで、 この包 括規 定の具体 的内容 を申請 用紙

に列記す る ことに よ り、利用者 に対 して包括規 定 の 内容 を明 らか にす

る ことが望 ま しい との意 見が 出 され て いる。 しか し、 この意 見 に対 し

ては、 申請 用紙 上の列記 だ けでは法 的拘 束 力に欠 ける との 問題 点 を指

摘 す る意見 も出 され て い る。

5)申 請行為 にお ける支援 の 申込み方法 には、以下 の よ うな複 数の方法

が併 用 され て よい と考 え られ る。

①申請者が特定の支援を申し込む方式

②申請者が相談窓口において必要な支援の提案を受ける方式

③申請者が特定の支援を申込んだ場合であつても、相談窓口でその他

に必要と考えられる支援の提案を受けることができる方式

第 4 A3 環境による障壁 との相互作用によ り、日常生活または社会生

活に制限を受けている事実の認定

1 基本方針

この要件は、「障害」を社会モデルを基調 として捉 える立場か ら、障

害者権利条約の前文 (E)項 をを参考 として、新法における「障害者」の

定義規定に取 り込んだものである。 しか し、「環境」、 「障壁」、「相

互作用」 とい う必ず しもその内容が明確ではない文言が含まれ るため、

新法 における支援 を求める手続 きの中で、 どのような事実 をもって これ

らの要件 を認定 してい くのかが検討 され る必要が ある。

2 作業チームにおける議論

(1)こ の要件については、以下のような疑間点が出された。

①遷延性意識障害な ど、障害によっては「環境」 とは無関係 に支援が

必要な場合が考 え られ るのではないか。

②障害者本人が支援 を申請する際に、「障壁」、「相互作用」の各要

件 を認定するために必要な事実 を挙 げなければな らないとするので

は厳格 にすぎるのではないか。

(2)こ れ に対 して、障害者本人か ら支援の申請がなされれば、申請行為

の存在 という事実 をもつて、申請 した障害者本人が 「環境による障壁

との相互作用によ り、 日常生活または社会生活に制限」を受けている

ことを推認することができると考えれば問題はないとの意見が出 さ

れている。そ して、障害者本人が、具体的にどのような 「環境による



障壁 との相互作用 に よ」 つて、 どの よ うな 「日常生活 または社 会生活

に制 限」 を受 けて いるのか は、相談 支援 員が個 別 の ケー ス に応 じた支

援計 画 を策定 して い く上 で確 認す る ことが必要 とな る事実 で あるか

ら、障害者本 人が 申請 時 に これ らの要件 に該 当す る事 実 を挙 げる必要

はな い とす る。

(3)ま た 、 「環境 に起 因す る障壁 」の原 因が 人的要素 に ある場合 には、

差別禁止法 上 の 「合理 的配 慮 」 に よ つて解 消すべ き問題 で はな いか と

の指摘 も出 され て いる。 「障壁 」の原 因 には種 々の ものが考 え られ る

ことか ら、相談支援 員は十分 に障壁 の原 因 を特 定 した上 で 、 これ を除

去す るため に適切 な方 策 と して、総 合福祉 法 にお ける 「支援 」 と、差

別禁止法における「合理的配慮」のいずれが適切な方策であるのか を

選択 してい く必要が生 じる可能性がある。

(4)な お、 「日常生活または社会生活に制限」の要件については、「継

続的な」、「相当な」 とい う文言が付 され る余地が残 されている。 こ

のような文言が付 された場合には、 「制限」を受けている期間の長短

が 「継続」性の認定にあた り必要 とな り、 「制限」を受けている程度

が「相 当」性の認定にあた り必要 となる。 この点についても、公正性

を担保するため、一定の基準が議論 され る必要が生 じる可能性がある。

第 5 B 支援の相 当性の確保

1 基本方針

新法における支援は、障害者本人に とって必要 とされ る支援が、その

必要性に応 じて提供 されなければな らない。そ して、障害者本人に提供

され る支援は、支援計画の策定の段階か ら、提供 された支援が適切なも

のであつたか どうかに関する事後的なチ ェックに至 るまで、障害者本人

の意思が反映 されたものにす る必要がある。

2 作業チームにおける議論

(1)支 援計画の策定の段階においては、障害者本人の二一ズを十分に把

握する必要がある。そのための方法 としては、現在 、例 えば、生活困

難度の尺度の研究が進め られているところであるが、このような基準

作 りの検討 も、障害者本人の二一ズの把握のために重要である。

(2)支援計画の具体的内容については、予め定め られた支援 メニュー を

割 り振 るよ うな定型的な方法ではな く、障害者本人のニーズに応 じて

柔軟に決する方法、すなわ ち創設的に支援計画の内容 を決する方法が

とられ ることが望ま しい。 この支援計画の策定にあた つては、ケース

会議な どの手法によ り、数人のチームによ り対応す ることも検討 され

るべ きである。
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なお、障害者本人の症状や、置かれた状況によつては、即時に支援

が必要 となる場合 も考 え られ る。 このよ うな場合には、支援計画の策

定がな され る前であつても、仮の支援計画 を策定 し、必要不可欠な支

援 を即時に実施することができる途 を開いてお くことが望ま しい。

(3)ま た、決定 された支援計画に沿 つて、試行的に支援 を実施す る期間

を設 けることも検討 されてよい。 このよ うな試行的な支援の実施に対

して、障害者本人の意思 を聞き取 り、この意思に基づいて支援計画 を

修正 してい くことが重要である。

(4)支援計画が策定 された後においても、障害者本人か ら継続的に ヒア

リングを実施 し、当初策定 した支援計画に対する事後的な検証 を行 う

ことが必要である。障害者本人の症状や、障害者本人を取 り巻 く環境

は、時の経過 とともに変化 してい く可能性があ り、当初策定 した支援

計画が、現時点における障害者本人の二一ズに合致 していない場合 も

考 え られ る。そ こで、 これ を是正する機会 を確保す るため、障害者本

人か らは継続的な ヒア リングを実施 し、当初策定 した支援計画 と、本

人の二一ズ との間にずれが生 じている場合には、支援計画に修正 を加

えてい く必要がある。

(5)以上のよ うな、支援計画の策定か ら事後的な検証に至 る過程におい

て、各障害当事者団体 との連携は重要である。各障害当事者団体は、

長年にわた り、社会の理解 をはかるため、さらには、制度の倉1設・ 改

善 を求めて努力を重ねてきている。 このような各障害当事者団体の障

害特性に関する知識 と経験、あるいは障害者本人の心情、家族の心情

などに関する知識 を、支援計画の策定か ら事後的な検証に至 る過程 に

おいて活用 してい くことが、よ り障害者本人の二一ズに応 じた支援計

画のあ り方につながると考 え られ る。

(6)ま た、支援計画に関する地域間格差が生 じないように留意する必要

がある。特に、社会における認知 口理解が不十分な障害については、

市町村 レベルに至るまで、十分な理解がはか られ るよう、官民一体 と

なつた努力が必要である。重症心身障害児な ど、対象者が希少な障害

については、窓 国の設置場所に工夫を加 えることも必要ではないか と

い う意見も出されている。

第 6 手帳制度について

本作業チームでは十分に議論することができなか つたが、現行の手帳

制度については、よ りよいもの とするために、その問題点や具体的改善

策な どを議論する場 を別途設 けた上で、議論 を尽 くす必要があるとの意

見が出されている。



今後の要検討事項 と して、委員会 を立ち上 げるな どの具体策を求めた

い 。

以上

(部 会委 員か らの追加意 見 )

・ 「機能 障害 」 に も原 因が不 明 な場合が あ り、 この場合 には、医師 も専 門      =
職 もま つた く協 力で きな い。 こ う した場合 に機能 障害 を示す客観 的資料

を ど う確 保す るのか疑 間が ある。

口現行 各種手帳制度 は医師の診 断書 に基 づ いて交付 され て お り、手帳が な

く、診断書を得にくい谷間にある方々には、医師の意見書などが有効で

あるから、医師の診断書の表記は不要と考える。

コ相談窓口で対応する職員の裁量権について検討されたのかが疑間である。
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相 談 支 援 L支 給 決 定 作 業 チ ー ム 報 告

I  は じめ に

作 業 チ ー ム 検 討 範 囲

当 作 業 チ ー ム で は 、 第 一 期 の 検 討 範 囲 と し て 、 自 己 決 定 支

援 ・ 相 談 支 援 (論 点 C-1)に つ い て 、 現 状 の 問 題 点 や 課 題

を 明 ら か に し 、 新 法 に お い て の あ る べ き 姿 に つ い て 検 討 を 行

つ た 。 現 在 の 障 害 者 の 相 談 支 援 事 業 に つ い て は 、 お も な 問 題

点 と し て は 、

① 地 域 支 援 事 業 に位 置 付 け られ て い る こ と等 に よ り、 市

町 村 に よ る格 差 が 大 き い こ と 【市 町 村 格 差 】

② 相 談 支 援 事 業 に つ い て の 十 分 な 理 解 が 定 着 して い な い

た め に 、 間 い合 わ せ や 情 報 提 供 と い つた 「一 般 相 談 」

を イ メー ジ した 体 制 整 備 に と どま り、具 体 的 な 生 活 を

支 援 す る た め の 踏 み 込 ん だ 訪 間相 談 や 同 行 支 援 、 継 続

的 な 支 援 を行 うの が 難 しい状 況 に あ る こ と 【相 談 支 援

体 制 の 不 備 】

③ 各 相 談 事 業 の 守 備 範 囲 に よ り、 対 象 や 制 度 に 合 わ せ て

対 応 せ ざ る を えず 、 限 定 的 な 支 援 とな つて しま うか 、

ま た は他 の 相 談 機 関 に 「た らい ま わ し」 に な りが ち で

あ る こ と 【限 定 的 な 支 援 】

④ 手 帳 を所 持 して い な い 谷 間 の 障 害 に 十 分 に 対 応 で き て

い な い こ と 【谷 間 の 障 害 へ の 未 対 応 】

⑤ 横 断 的 な課 題 を も った複 雑 な ニ ー ズ を もつ 人 の 相 談 支

援 に 十 分 に こた え きれ な い こ と【横 断 的 な 対 応 の 不 備 】

⑥ 難 病 (難 治 性 慢 性 疾 患 )、 高 次 脳 障 害 、発 達 障 害 な ど、

障 害 特 性 に 応 じた 専 門 的 な 相 談 支 援 が 必 要 な 場 合 に 、

身 近 な 地 域 で の 相 談 支 援 が 整 備 され て い な い こ と 【障

害 特 性 に応 じた 専 門 相 談 体 制 の 不 備 】

⑦ 前 記 ④ ～⑥ を支 え る た め の 他 職 種 ・ 機 関 の 連 携 口調 整

の 制 度 的 な 保 障 が な い こ と 【他 職 種 口機 関 との 連 携 調

整 体 制 の 不 備 】

③ これ らの 相 談 支 援 体 制 に か か わ る専 門 職 を含 め た 人 材

が 大 幅 に 不 足 して い る こ と 【人 材 の 不 足 】

な どが あ げ られ た 。

ま た 現 在 の 支 給 決 定 と相 談 支 援 の 関 係 に お い て は 、

① 本 人 の 希 望 や ニ ー ズ を聴 き き と り、 必 要 な 支 援 に つ

い て の 計 画 を立 案 す る 以 前 に 支 給 決 定 が お こな わ れ



て い る た め 、 ほ とん ど計 画 策 定 の た め の 相 談 支 援 に

至 らな い 。

② 障 害 程 度 区 分 に よ り国 庫 負 担 基 準 が 定 め られ て い る

た め 、 市 町 村 に よ つ て は 、 これ が 上 限 設 定 と な つ て

しま い 、 二 一 ズ が あ っ て も支 給 に 反 映 され な い 場 合

が あ る 。

な どが あ げ られ た 。

今 回 の 報 告 で は 、 これ らの 現 状 の 課 題 をふ ま え て 、 地 域 で

暮 らす た め に 、 障 害 の あ る本 人 の セ ル フマ ネ ジ メ ン ト、 ま た

支 援 付 き 自 己決 定 を支 え る相 談 支 援 の 在 り方 に つ い て 、 そ の

役 割 と機 能 、 お よ び 相 談 支 援 体 制 に つ い て 示 した 。

さ らに 、「協 議 ・ 調 整 に よ る選 択 と決 定 の プ ロセ ス 」 (c―
3-1)に つ い て も 、 合 わ せ て 検 討 した 。 な お 、 第 一 期 の 検

討 に あ た つて は 、 以 下 の 点 に 留 意 した 。

① 目的の順 守  本 人の思 いに添 う支援体制 づ く り

② 目標  目的 に添 つて機 能 しやす い支 援体制 づ く り

当事者参 画 に よ るシ ンプル でわ か りやす い仕組 み

談 支 援 の 在 り 方 に つ い て

相 談 支 援 の あ り方 の 抜 本 的 な 見 直 し (質 と 量 )、 エ ン ワ パ ワ メ

ン ト支 援 、 ピ ア カ ウ ン セ リ ン グ 、 ピ ア サ ポ ー トの 充 実 に つ い

て の 検 討 結 果 は 以 下 の と お り 。

論 点 表 (C-1-1)、 C-1-2)C-1-3)、 C-1-4)

1「 自 己 決 定 支 援 」 及 び 「 相 談 支 援 」 の 目 的 と 内 容

○ 障 害 の 特 性 や 状 態 に よ つ て 、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン や 自 己 表

現 の 在 り 方 は 異 な る こ と は い う ま で も な い が 、 相 談 支 援 は 、

「 障 害 の あ る 人 が 地 域 で 暮 ら し 、 社 会 参 加 し て い く た め の 自

己 決 定 や 選 択 を 、 そ の 人 の 立 場 に た つ て 支 援 す る 」 こ と が 目

的 で あ る 。

○ さ ら に 、 障 害 の あ る 当 事 者 、 家 族 自 身 が 支 援 を 通 じて エ ン

パ ワ メ ン トさ れ て い く こ と も 、 相 談 支 援 の 重 要 な 目 的 と し て

位 置 づ け る 。

○ 相 談 支 援 の 対 象 は 、 福 祉 制 度 を 利 用 す る 際 の 相 談 の み で な

く 、 障 害 、 疾 病 な ど の 理 由 が あ つ て 生 活 の し づ ら さ 、 困 難 を

抱 え て い る 人 び と に 、 福 祉 口医 療 サ ー ビ ス 利 用 の 如 何 に 関 わ

ら ず 幅 広 く対 応 す る 。



○ 当 事 者 の 抱 え る 問 題 全 体 に 対 応 す る 包 括 的 支 援 の 継 続 的 な

コ ー デ ィ ネ ー トを 行 う 。

○ 障 害 の あ る 人 の ニ ー ズ を 明 確 に す る と と も に 、 そ の 個 別 の

ニ ー ズ か ら 、 新 た な 地 域 で の 支 援 体 制 を 築 く た め の 地 域 へ の

働 き か け も 同 時 に 行 う 。 ⇒ 障 害 の あ る 個 人 に 対 す る 働 き か け

と 、地 域 へ の 働 き か け を 行 う 。(自 立 支 援 協 議 会 と の 連 携 の 在

り方 を 明 確 に す る 。)

2.相 談 支 援 の 機 能 と 体 制 に つ い て (図 1参 照 )

(1)多 層 的 相 談 支 援 体 制 の 整 備 充 実 と 各 相 談 機 関 の 役 割 と

機 能

○ 地 域 相 談 支 援 セ ン タ ー 、 総 合 相 談 支 援 セ ン タ ー 、 広 域 専 門

相 談 支 援 セ ン タ ー の 配 置 を 基 本 と し 、 多 層 的 な 相 談 支 援 体

制 を 整 備 す る 。

○ 地 域 相 談 支 援 セ ン タ ー 、総 合 相 談 支 援 セ ン タ ー (総 称 し て 、

以 下 相 談 支 援 事 業 所 と す る )は 、 障 害 当 事 者 の 側 に 立 っ て

支 援 す る こ と か ら 、 給 付 の 決 定 を 行 う 市 町 村 行 政 や サ ー ビ

ス 提 供 を 行 う 事 業 所 か ら の 独 立 性 が 担 保 さ れ る 必 要 が あ る 。

そ の た め 、 都 道 府 県 口政 令 市 が 指 定 す る こ と を 基 本 と し 、

地 域 の 実 情 に 合 わ せ て 障 害 保 健 福 祉 圏 域 単 位 や 市 町 村 域 の

単 位 で 障 害 当 事 者 や 障 害 福 祉 関 係 者 、 行 政 関 係 者 が 参 画 す

る 運 営 委 員 会 の 設 置 な ど を 通 じて 、 必 ず 運 営 の チ ェ ッ ク が

実 施 さ れ る こ と を 担 保 す る 。 財 源 は 出 来 高 払 い で は な く 、

人 件 費 相 当 の 義 務 的 経 費 に よ る 。(本目談 支 援 の 事 務 所 等 の 確

保 口整 備 に か か る 費 用 も 含 む )

○ 相 談 支 援 事 業 所 は 、 市 町 村 な い し は 広 域 連 合 、 及 び 都 道 府

県 口政 令 市 の 自 立 支 援 協 議 会 の 運 営 (事 務 局 )の 任 を 行 政

と と も に 担 い 、 相 談 支 援 か ら見 え て き た 新 た な ニ ー ズ に 対

応 す る 地 域 資 源 開 発 を 行 う 。(こ れ に つ い て は 、地 域 資 源 整

備 チ ー ム に お け る 検 討 内 容 と の 調 整 が 必 要 )

○ 相 談 支 援 事 業 所 間 の 連 携 を 目 的 と した 、 対 応 困 難 事 例 を 含

め た 情 報 交 換 や 相 談 が 可 能 と な る 仕 組 み を 構 築 す る 。

(2)地 域 相 談 支 援 セ ン タ ー の 規 模 ,と 役 割

○ 地 域 相 談 支 援 セ ン タ ー は 、 も っ と も 住 民 の 生 活 に 身 近 な 圏

域 (人 口 3～ 5万 人 に lヶ 所 を 基 準 と す る )を 単 位 に 、 都

道 府 県 が 市 町 村 と 協 議 し て 一 定 の 条 件 を 満 た した 事 業 者 に

事 業 を 委 託 して 設 置 す る 。(都 道 府 県 指 定 、国 庫 補 助 事 業 と



す る こ と に つ い て は 、 第 二 期 で 継 続 検 討 と す る )

○ 本 人 に 寄 り添 つ た 相 談 支 援 (ア ウ ト リー チ を 含 む )、 継 続 的

な 相 談 支 援 を 行 う 。 具 体 的 に は 、 下 記 の よ う な 人 へ の 対 応

を 想 定 す る 。

①支援を受ければ、ある程度希望の実現やニーズの解決が

想 定 で き る 人

② 生 活 の 質 の 維 持 や 社 会 参 加 に継 続 して サ ー ビス を利 用 す

る必 要 が あ り、 ま た 希 望 の 表 明 や 制 度 手 続 き 、 サ ー ビス 調

整 な どに 一 貫 した 支 援 を希 望 す る 人

③ 社 会 資 源 の 活 用 を して お らず 、 生 活 が 困 難 な 状 態 に あ り

社 会 参 加 が 果 た せ て い な い人 (手 帳 を もた な い 人 も含 む )

④ 部 分 的 に サ ー ビス 等 を 利 用 して い る もの の 、 生 活 の 立 て

直 しを必 要 と して い る人

⑤既存のサー ビス等では解決困難な生活課題 を抱えている

人

⑥ 家 族 等 の 身 近 な 関 係 の な か で 問 題 を主 体 的 に相 談 で き る

人 が お らず 、 踏 み 込 ん だ 支 援 を必 要 と して い る 人 (虐 待

を含 む )  ‐

⑦ そ の 他 、相 談 支 援 を希 望 す る 人

○ 地 域 相 談 支 援 セ ン ター の み の 支 援 で は 困 難 な 場 合 は 、 総 合

相 談 セ ン ター お よ び 広 域 専 門相 談 機 関 に 協 力 や 助 言 、 直 接

の 対 応 を要 請 す る 。 具 体 的 に は 上 記 の うち 、③ ④ ⑤ ⑥ を想

定 す る 。

○ 一 定 の 研 修 を受 講 した 相 談 支 援 専 門 員 (仮 称 )3名 以 上 を

配 置 す る 。(本目談 支 援 専 門 員 の 条 件 、研 修 等 の 在 り方 に つ い

て は 第 二 期 で 検 討 す る )

○ 所 属 す る相 談 支 援 専 門 員 は 、 希 望 す る人 を対 象 に 本 人 中心

支 援 計 画 ・ サ ー ビス 利 用 計 画 を策 定 で き る 。

(3)総 合 相 談 支 援 セ ン ター の 規 模 と役 割

○ 総 合 相 談 支 援 セ ン ター は 、 15万 ～ 30万 人 の 圏 域 を単 位 に 、

都 道 府 県 が 市 町 村 と協 議 して 一 定 の 条 件 を満 た した 事 業 者

に事 業 を委 託 して 設 置 す る 。(都 道 府 県 指 定 、国 庫 補 助 事 業

とす る こ とに つ い て は第 二 期 で 継 続 検 討 とす る )

○ 一 般 相 談 の な か で 、特 に複 雑 な 相 談 事 例 に つ い て 対 応 す る 。

具 体 的 に は 地 域 相 談 支 援 セ ン タ ー か らの 要 請 に 応 じて③ ④

⑤ ⑥ の 対 応 に あ た る他 、 長 期 に 入 院 口入 所 を して い る人 の

地 域 生 活 へ の 移 行 の 相 談 、 刑 務 所 等 か ら出 所 して くる人 の

相 談 等 に 対 応 す る 。



○ 地 域 相 談 支 援 セ ン タ ー ヘ の 巡 回 を 含 め た 相 談 支 援 専 門 員 の

ス ー パ ー ビ ジ ョ ン 、 お よ び 人 材 育 成 (研 修 )を 行 う 。

○ 一 定 の 研 修 を 受 講 した 相 談 支 援 専 門 員 5名 以 上 を 配 置 す る 。

○ 所 属 す る 相 談 支 援 専 門 員 は 、 希 望 す る 人 を 対 象 に 本 人 中 心

支 援 計 画 ロサ ー ビ ス 利 用 計 画 を 策 定 で き る 。

(4)広 域 専 門 相 談 支 援 セ ン タ ー の 規 模 と 役 割

○ 広 域 専 門 相 談 支 援 セ ン タ ー は 、 都 道 府 県 を 単 位 と して 設 置

さ れ た 、 障 害 特 性 に 応 じた 専 門 相 談 を 担 う 。 具 体 的 に は 、

身 体 口知 的 障 害 者 総 合 相 談 セ ン タ ー 、 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ

ー 、 発 達 障 害 者 支 援 セ ン タ ー 、 視 覚 障 害 者 支 援 セ ン タ ー 、

聴 覚 障 害 者 支 援 セ ン タ ー 、 難 病 相 談 支 援 セ ン タ ー 、 地 域 定

着 支 援 セ ン タ ー な ど を 含 む 。

○ 障 害 種 別 、 特 性 に 応 じた 専 門 的 な 総 合 相 談 を 実 施 す る 。

○ 地 域 相 談 支 援 セ ン タ ー 及 び 総 合 相 談 支 援 セ ン タ ー 等 へ の 専

門 的 助 言 や 専 門 的 人 材 の 養 成 支 援 を 行 う 。

○ 本 人 中 心 支 援 計 画 ・ サ ー ビ ス 利 用 計 画 策 定 に あ た つ て の 助

言 を 行 う 。

(5)地 域 に お け る エ ン パ ワ メ ン ト支 援 (C-1-2)に つ い

て

○ 身 近 な 地 域 で の 相 談 支 援 体 制 (市 町 村 、 広 域 圏 、 人 口 5万
～ 30万 人 )に 最 低 1ケ 所 以 上 、 障 害 の あ る 当 事 者 等 に よ

る ピ ア サ ポ ー ト体 制 (エ ン パ ワ メ ン ト支 援 事 業 )を 位 置 づ

け る 。

○ エ ン パ ワ メ ン ト支 援 事 業 は 、 障 害 の あ る 人 た ち の グ ル ー プ

活 動 、交 流 の 場 の 提 供 (た ま り場 機 能 )、 障 害 当 事 者 に よ る

自 立 生 活 プ ロ グ ラ ム (ILP)、 自 立 生 活 体 験 室 、 ピ ア カ ウ

ン セ リ ン グ な ど を 提 供 す る こ と で 、 地 域 の 障 害 者 の エ ン パ

ワ メ ン トを 促 進 す る こ と を 目 的 と す る 。

○ エ ン パ ワ メ ン ト支 援 事 業 を 実 施 で き る の は 、 当 事 者 や そ の

家 族 が 過 半 数 を 占 め る 協 議 体 に よ つ て 運 営 さ れ る 団 体 と す

る 。

○ エ ン パ ワ メ ン ト支 援 事 業 は 、 地 域 相 談 支 援 セ ン タ ー に 併 設

す る こ と が で き る 。

3 相 談 支 援 に 基 づ く本 人 中 心 支 援 計 画 、 サ ー ビ ス 利 用 計 画

の 策 定 に つ い て (図 2参 照 )



○ 本 人 中 心 支 援 計 画 (本 人 の ニ ー ズ に 基 づ く総 合 的 な 生 活 プ

ラ ン )、 サ ー ビ ス 利 用 計 画 (法 が 求 め る サ ー ビ ス 利 用 計 画 )

を 定 義 す る 。

○ 本 人 中 心 支 援 計 画 と は 、 本 人 の 希 望 に 基 づ い て 、 相 談 支 援

事 業 所 (地 域 相 談 支 援 セ ン タ ー 、 総 合 相 談 支 援 セ ン タ ー )

の 相 談 支 援 専 門 員 が 本 人 と と も に 立 案 す る 生 活 設 計 の 総 合

的 な プ ラ ン と す る 。 本 人 の 希 望 を 聴 き 取 り 、 そ の 実 現 に む

け た 本 人 の ニ ー ズ と そ の 支 援 の あ り方 (イ ン フ ォ ー マ ル な

支 援 も 含 め た も の )の 総 合 的 な 計 画 策 定 と な る 。)

本 人 中 心 支 援 計 画 立 案 の 対 象 と な る の は 、 セ ル フ マ ネ ジ メ

ン トが 難 し い 支 援 付 き の 自 己 決 定 が 必 要 な 人 で 、 相 談 支 援

専 門 員 は 本 人 に 寄 り添 い 、 本 人 の 思 い や 希 望 を 明 確 化 し て

い く 。

○ サ ー ビ ス 利 用 計 画 と は 、 法 律 に よ る 福 祉 サ ー ビ ス 等 を 利 用

す る に あ た つ て 、 市 町 村 に 提 出 す る 計 画 。

本 人 の ニ ー ズ に 基 づ い て 、 福 祉 サ ー ビ ス 等 の 利 用 希 望 を 明 ら

か に す る 計 画 と な る 。

(本 人 自 身 に よ る 策 定 、 ま た は 相 談 専 門 支 援 事 業 所 が 、 本 人

と と も に 策 定 す る こ と が で き る 。)

○ サ ー ビ ス 利 用 計 画 の 提 出 は 、 法 律 に よ る サ ー ビ ス を 利 用 申

請 す る 際 に 必 須 と す る 。

4.支 給 決 定 の 仕 組 み に つ い て (図 3参 照 )

C-3-1協 議 ・ 調 整 に よ る 支 給 決 定 プ ロ セ ス

第 一 期 は 、 そ の 概 要 に つ い て 示 す こ と と し 、 よ り詳 し い シ ス

テ ム (特 に ガ イ ドラ イ ン の 在 り方 な ど )な ど は 、 第 一 期 の サ

ー ビ ス 体 系 の 提 案 な ど を も と に 、 第 二 期 で よ り具 体 的 に 検 討

を す る こ と と した 。

○ 支 給 決 定 の 仕 組 み に つ い て は 以 下 の と お り と す る 。

① 支給 決 定 に あた つて は、本 人 (ま た は相 談 支援機 関 )と 行

政 の協議 調 整 を前 提 とす る。実 施 主体 で あ る市 町村 が支給

決 定 につ いての決 定権 (責 任 )を もつ 。

② 本 人 、 また は本 人 と相談 支援事 業所 が 、本 人の 二一 ズ を も

とに 「サ ー ビス利用計画 」 を策 定 し市 町村 に 申請 す る。

③ 市 町村 は 、まず ガイ ドライ ンに基 づ いてアセス メ ン トを行

う。



④ ガ イ ドラ イ ンは 、市 町 村 が サ ー ビス 利 用 計 画 の 内 容 に基 づ

い て 支 給 決 定 をす る た め の ア セ ス メ ン トの「水 準 ロモ デ ル 」

で あ つて 、 基 準 や 上 限 を示 す もの で は な い 。 ガ イ ドラ イ ン

は 、 全 国 レベ ル の 方 向 性 をふ ま え て 、 市 町 村 で 策 定 す る 。

(ガ イ ドラ イ ンの 指 針 な どの よ り詳 細 な 内 容 等 は 、 第 二 期

で さ らに検 討 す る )

⑤ 個 別 の ニ ー ズ に応 じて 、本 人 、本 人 及 び 相 談 支 援 専 門 員 と

市 町 村 間 で 「協 議 口調 整 」 を行 い 、 市 町 村 が 支 給 決 定 をす

る 。 協 議 調 整 は 、「障 害 の な い 人 の 地 域 生 活 の 水 準 」 及 び 、

「支 援 事 例 」 に 基 づ い て 検 討 す る 。

⑥ 支 給 決 定 内容 に 関 して 、 ガ イ ドライ ン及 び これ ま で の 「支

援 事 例 」等 で は判 断 が 困難 な事 例 に 関 して 、市 町 村 は「合

議 機 関 」 に そ の 意 見 を 求 め る こ とが で き る。 (合 議 機 関 の

詳 細 に つ い て は第 二 期 で検 討 す る 。)

⑦ 支 給 決 定 内 容 に 対 して 、本 人 は 「市 町 村 ご とに設 置 され た

不 服 申 し立 て 機 関 」 に 申 し立 て を す る こ とが で き る 。 (不

服 申 し立 て機 関 の 詳 細 は第 二 期 で さ らに検 討 )

③ サ ー ビス 実 施 後 モ ニ タ リン グ を行 い 、 支 援 困 難 事 例 な どに

つ い て 、 相 談 支 援 専 門 員 は 自立 支 援 協 議 会 に報 告 す る 。

⑨ 個 別 の サ ー ビス 実 施 状 況 の モ ニ タ リン グ結 果 を受 け て 、 自

立 支 援 協 議 会 に お い て 、 ガ イ ドラ イ ンの 見 直 し、社 会 資 源

開 発 な ど に つ い て 検 討 す る 。

第 二 期 作 業 チ ー ム で の 検 討 事 項

第 1期 の 相 談 支 援 体 制 を 踏 ま え て 、 協 議 調 整 に よ る 支 給 決 定

シ ス テ ム の 明 確 化 を 行 う

○ 論 点 は

C-2-1
C-2-2
C-3-2
C-3-3
C-3-4

○ そ こ で 以 下 の 事 項 に つ い て 、 第 二 期 で 検 討 す る 。

(1)現 在 の 障 害 程 度 区 分 や 支 給 決 定 に つ い て の 評 価 と

の 検 討

(2)支 給 決 定 に あ た っ て 必 要 な ツ ー ル (ガ イ ドラ イ ン ロ

必 要 度 や 支 給 決 定 の た め の ア セ ス メ ン トな ど )の あ

問 題 点

支 援 の

り 方 と

現 行 の 支 給 決 定 口障 害 程 度 区 分 の 評 価

国 庫 負 担 基 準 の 評 価

支 給 決 定 に あ た っ て の 必 要 な ツ ー ル

自 治 体 担 当 者 の ソ ー シ ャ ル ワ ー ク 機 能

不 服 審 査 や ア ドボ カ シ ー の 仕 組 み



策 定 の 指 針 に つ い て

(3)支 給 決 定 に 際 し て の 「 合 議 機 関 」 の 設 置 や 役 割 に つ い て

の 検 討

(4)不 服 審 査 や ア ドボ カ シ ー の 仕 組 み

(5)相 談 支 援 専 門 員 (仮 称 )の 役 割 や 位 置 づ け お よ び 研 修 体

制 (当 事 者 相 談 員 も 含 む )の 在 り方

(6)障 害 者 自 立 支 援 法 改 正 法 (つ な ぎ 法 )」 に お け る 相 談 支 援

の 関 す る 、 基 幹 相 談 支 援 セ ン タ ー 等 の 施 行 規 則 や 運 用 基 準

等 が 、今 後 の 新 法 の 方 向 性 と矛 盾 す る こ と が な い よ う、「つ     ~
な ぎ 法 」 の 施 行 規 則 や 運 用 基 準 等 を 精 査 す る と と も に 、 そ     ´

の 整 合 性 に つ い て 検 討 す る 。

尚 、 (2)(3)に つ い て は 、 委 員 か ら 、 ニ ー ズ ア セ ス メ ン ト

調 査 の 実 施 や 支 給 決 定 モ ニ タ リ ン グ 委 員 会 の 設 置 と い う 具 体

的 な 提 案 が 出 て い る こ と か ら 、 こ の 提 案 に つ い て も 検 討 を し

っ か り と 行 う 。

の 作 業 チ ー ム ヘ の 申 し送 り・ 調 整 事 項

○ 法 の 範 囲 に あ る 障 害 を 有 す る か 否 か の 判 断 に つ い て は 、

法 の 範 囲 チ ー ム の 「 B-2手 続 き 規 定 」 の 結 果 に よ る 。

○ 相 談 支 援 機 関 か ら 、 地 域 に 対 す る 働 き か け を 担 保 す る 仕

組 み (自 立 支 援 協 議 会 の 役 割 と 相 談 支 援 機 関 と の 関 係 性

に つ い て )を 設 定 す る

○ 児 童 分 野 、 就 労 分 野 の 相 談 支 援 体 制 (現 行 の 就 業 口生 活

支 援 セ ン タ ー 等 の あ り方 の 再 検 討 を 含 む )と の 関 係 に つ

い て の 調 整 が 必 要

○ 長 時 間 介 護 の 財 源 調 達 は 、 地 域 生 活 資 源 整 備 チ ー ム で 検

討 す る (C-2-2)

付 記 (本 報 告 に 対 す る 部 会 委 員 か ら の 主 な 意 見 は 以 下 の と お

り )

○ 障 害 者 を す べ て 悩 め る 人 と捉 え る こ と を 前 提 とす る 重 層 の

相 談 支 援 体 制 に つ い て は 疑 間 が あ る 。 こ れ に 財 源 を 投 入 す る

こ と が 国 民 的 な 理 解 を 得 られ る と も 思 わ れ な い 。

○ 「重 層 的 」 の 実 践 内 容 が 見 え な い 。 精 神 障 害 の 人 な ど 自 ら

窓 口 に 行 き づ ら い 人 に 対 し て 、 身 近 な と こ ろ で 適 切 に 相 談 に

応 じ られ る 体 制 に つ い て 更 に 検 討 し て ほ し い 。



○ 相 談 支 援 事 業 所 を 人 口 比 で 設 置 す る と 、 ア ウ ト リー チ を 考

慮 し て も 、 過 疎 地 で は 利 用 が 難 し い 。 面 積 も 考 慮 し た 配 置 が

必 要 で は な い か 。 ま た 他 の 自治 体 の 相 談 支 援 事 業 所 も利 用 可

能 とす べ き で あ る 。

○ 支 給 決 定 と相 談 支 援 を 同 じ チ ー ム で 議 論 す る こ と に つ い て

そ も そ も 違 和 感 が あ る 。 支 給 決 定 の た め の 支 援 と相 談 支 援 、

特 に 権 利 擁 護 (ア ドボ ケ ー タ ー )と し て の 役 害Jは 分 け て 整 理

す る べ き で あ る 。 ま た こ の 権 利 擁 護 組 織 に つ い て は 、 障 害 者

運 営 に よ る 団 体 が 適 切 と考 え る 。

○ 支 給 決 定 前 に 支 援 計 画 を つ く る と い う の は 協 議 ・ 調 整 モ デ

ル で は な い 。 協 議 調 整 の 場 で 支 援 計 画 を 策 定 す べ き で あ る 。

○ 協 議 。調 整 に お け る ガ イ ドラ イ ン を 作 成 す る の で あ れ ば 、

本 人 中 心 と エ ン パ ワ メ ン トを 徹 底 し た 内 容 とす る べ き で あ る 。

○ 平 成 24年 度 実 施 予 定 の 「児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー 」 の 役 害J

も 含 め て 、 障 害 児 や そ の 家 族 の 成 長 や 不 安 に 対 す る 相 談 支 援

体 制 に つ い て も 言 及 す べ き で あ る 。

○ 相 談 支 援 事 業 所 に 対 し て 人 件 費 を 保 障 す る の は 、 委 託 に な

る の で 反 対 で あ る 。 後 発 の 組 織 が 自 由 に 参 入 で き る よ う に 、

指 定 制 度 と し て 出 来 高 払 い 制 度 (単 価 を 上 げ 、 交 通 費 等 の 実

費 払 い とす る )と す べ き 。

○ 人 工 呼 吸 器 利 用 者 、 24時 間 介 護 利 用 者 、 ALS患 者 、 重

度 脊 髄 損 傷 者 等 の 特 に 高 度 な 専 門 的 ノ ウ ハ ウ を 要 す る 場 合 な

ど 、 者

`道
府 県 単 位 の 相 談 支 援 体 制 で は 対 応 が 難 し い 際 に は 、

全 国 レベ ル の 広 域 セ ン タ ー が 対 応 で き る よ う に す べ き 。 そ の

際 本 人 中 心 支 援 計 画 、 サ ー ビ ス 利 用 計 画 の 策 定 も 可 能 とす べ

き で あ る 。

○ 支 給 決 定 内 容 に 対 し て の 不 服 申 し立 て 機 関 に つ い て は 、 市

町 村 の み で な く 、 都 道 府 県 レベ ル で も 必 置 と す べ き 。 ま た 障

害 者 基 本 法 に 基 づ く都 道 府 県 障 害 者 政 策 委 員 会 が 、 市 町 村 の

ガ イ ドラ イ ン に つ い て モ ニ タ ー 機 能 を 担 う こ と。
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総合福祉部会 第 12回

H232151  資料 4

【訪間系作業チーム報告】

I は じめに 一主な検討範囲 と検討経過―

当チームの検討範囲としては、施策体系チーム共通の 【D-1-1】

【D-1-2】 に加え、 【D… 2】 生活実態に即 した介助支援等実態に即 した介

助支援等の全項目、並びに 【D-3-1】 が検討範囲であつた。

総 じて、障害者権利条約 口第 19条 に示されている「障害者の地域で

生活する権利」を具現化 していくために、パーソナルアシスタンスの実

現を含めて、現行の訪問系サー ビスに関連 した事項を取 り扱った。

当チームの特色として、実際に訪間系サー ビスを利用 して地域生活を

している障害当事者やその家族、並びに支援者等で構成されている点が

あげられる。そうした特性をふまえて、座長・副座長から構成員にテー

マを割 り振 つた上で発題をしてもらう形で検討を進めた。さらに、その

中で、構成員以外か らヒア リングが必要な項目について参考人か らのヒ

ア リングも行つた。 ヒア リング項目は下記の通 りである。

●構成員か らの ヒア リング

①障害者の地域自立生活とパー ソナル・アシスタン ト・サー ビスの意義、

②見守 り支援、③医療的ケアを含む支援、④シーム レスな支援、⑤移動

支援 と行動援護

●参考人か らの ヒア リング

①学校における介護 口医療的ケア、②精神障害者のホームヘルプサー ビ

スの現状と課題、③知的障害者の移動と生活支援の実際

※なお、参考人に対する謝金や交通費等の支給はなく、全 くの手弁当と

いう条件下での実施 となった。そのような条件にもかかわ らず、ヒアリ

ングに快 く応 じて頂いた参考人の皆様に、心よりお礼を申し上げたい。

これ らの ヒア リングを通 しなが ら、座長・副座長作成の論点項 目にそ

つて構成員で検討を進めた。

Ⅱ 結論 とその説 明

1.重 度訪 問介護の発展 的継承 による「パー ソナルア シス タンス制度」

の石在立:【 D‐ 1‐ 1】  【D‐ 1‐ 2】  【D-2‐ 1】  【D‐ 2-3】  【D¨ 2… 4】  【D… 2‐ 5】

1) 「パー ソナル アシス タ ンス制度」確立の方向性

口    「パー ソナ ルア シス タ ンス制度」の確立 に向 けて、現 行 の重度

訪 問 介 護 を改 革 し、 充実 発 展 させ る。

障害者権利条約第 19条 において地域自立生活のために不可欠な援助

として位置づけられている「パー ソナルアシスタンス」とは、「いわゆ

るホームヘルプサー ビスなどのケアワークのオルタナティブとして、

1970年代以降の自立生活運動を中心とする障害当事者運動のなかで求
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められ、… (中 略)… 基本的には①利用者による介護者の募集、②利用

者と介護者の雇用計画、③利用者の指示に従った介護、④公費による介

護費用の提供といつたことが前提とされるものである。」 (岡 部耕典「障

害者自立支援法とケアの自律」p.104)

日本にお けるパーソナルアシスタンス制度は、1974年 に創設された東

京都重度脳性麻痺者介護人派遣事業や 1975年 に開始された生活保護他

人介護加算特別基準適用 を利用する公的介護保障運動を嗜矢とする。そ

れが自立生活運動における「介助」として継承され、自立生活センター

という「当事者主体のサー ビス提供組織」が既存の市町村ホームヘルプ

サー ビス事業等を活用 しつつパーソナルアシスタンスを提供するしく

みが 1990年 代以降全国に拡大 していつたのである。

これ らの延長に、2003年 開始の支援費制度における「日常生活支援」の

全国制度化があり、障害者自立支援法における「重度訪間介護」がある

ことを忘れてはならない。こういつた歴史的・制度的経緯を踏まえ、障

害者総合福祉法 (仮 称)に おける「パーソナルアシスタンス」の確立は

重度訪間介護の発展的継承にあることをまず確認 してお く必要がある。

2)「 対象者」の拡大

匿 ∃  ○対象者 は「重度 の肢体不 自由者 1に限定 され るべ きではな い。

ただ し、現行 の障害者 自立支援法 における重度訪 間介護 の対象者 は、

「重度の肢体不 自:由者 で あつて常時介護 を要す る障害者 」 (第 5条 2)、

具体 的には、脳性 まひ、頸椎損傷 、筋 ジス トロフィ等 による四肢麻痺が

あ り、障害程度 区分 4以上の障害者 に限定 されて いる。

障害の社会 モデル を前提 とす る障害者権利条約及 び 「谷間のない制

度」 をめ ざす総合福祉法 (仮 称 )の 趣 旨を踏 まえれ ば、 この よ うなイ ン

ペア メン トの種 別 と医学 モデル に基づ く利用制限 は不適切 といえる。

「身体介護 、家事援助 、 日常生活 に生 じる様 々な介護の事態に対応す る

ための見守 り等の支援及 び外 出介護 な どが、比較 的長時間にわた り、総

合的かつ断続 的に提供 され るよ うな支援」 (2007年 2月 厚生労働省事務

連絡 )を難病 /高次脳機能障害 /盲 ろ う者等 を含 む 「 日常生活全般 に常

時の支援 を要す る」 (同 )すべての障害者 に対 して利用可能 と しな くて

はな らない。

特に、①重度自開/知 的障害者等で行動障害が激 しい②中軽度知的/
/発達/精神障害であつても「触法行為」に通 じかねない行為や トラブ

ルが絶えない等の理由で、これまで入所施設や病院か らの「地域移行」

が困難とされてきた人たちが、地域生活を継続するためには、常時の「見

守 り支援」を欠かすことはできない。また、現行制度においては重度訪

間介護の対象となつていない児童についても、少な くとも介護に欠ける

場合や将来親元からの自立を目指す場合には対象 とされるべきである。
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)パ ー ソナル ア シスタンスの基本条件 と利用制 限の撤廃

○パーソナルアシスタンスとは、①利用者の主導 (含 む・支援を受けて

の主導 )、 ②個別の関係性、③包括性と継続性を前提とする生活支援で

ある。

○重度訪間介護の利用に関する利用範囲の制限をなくし、支給量の範囲

内で通勤・通学・入院時・1日 の範囲を越える外出 口運転介助にも利用

できるようにすべきである。

新たなパーソナルアシスタンス制度の在 り方については、①「個々の

障害者が自己選択、自己決定 し行おうとすることをサポー トする人がパ

ーソナルアシスタン ト」「保護 し、管理するのではな く、支援する」「当

事者本人に主体性がある」「 (非 当事者・専門家の相談援助ではなく)

当事者のピアカウンセラー」 (以上 【D-2-1】 に関する構成員か らの発

題 10月 26日 報告 )、 ②「見守 り」「手伝 つてもらう」「いっしょに」

「どつかに行 くとき、キップを買うとき、わか りやす くしてくれる人」

「むずか しい話があつたらそばで支援者に教えてもらいたい」 (以上

【D-2-3】 に関する構成員からの発題 10月 26日 報告 )、 ③「通勤中や

勤務中での介護」「通学中や学校内での介護」「通院時」「入院時」…・

「ヘルパー制度が別建てとなっているのは不都合」「自分の体にあった

特殊な介護方法に熟練 したヘルパー」 (以 上 【D-3-1】 に関する構成員

からの発題 10月 26日 報告)な どの見解が、実際にパーソナルアシスタ

ンスを利用 している当事者委員より表明されている。

すなわち、重度訪間介護の発展的改革にあたつては、①利用者の主導

(ヘ ルパーや事業所ではなく利用者がイニシアティブをもつ支援 )、 ②

個別の関係性 (事 業所が派遣する不特定の者が行 う介護ではなく利用者

の信任を得た特定の者が行 う支援)、 ③包括性と継続性 (援助の体系に

よつて分割・断続的に提供される介護ではな く利用者の生活と一体にな

つて継続的に提供される支援)が確保される必要がある。また、現行の

ような代理受領の しくみを前提としつつこれ らの基本要件を担保する

ためには、サー ビスの提供やコーディネー トにおいて、「利用者主体の

サー ビス提供組織」 (副 座長 11月 19日 報告より)を 積極的に位置づけ

活用することが重要である。

また、包括性と継続性といった点から、現行の「通年長期」や「一日

の範囲で用務を終えるもの」「社会通年上適切でない外出を除 く」、運

転介助等の制限が大きな問題となっている。

こうした制限をな くし、支給量の範囲内で通勤 口通学・入院時・障害

者の自家用車等の運転時・宿泊外出等にも利用できるようにすべきであ

る。 (6.シーム レスな支援と他分野との役割分担・財源調整の項参照 )
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2.「他の者」との平等な社会参加の確保と移動支援の個別給付化

【D‐ 2‐ 2】

○視覚障害者 口児のみならず他の障害者・児の移動支援も基本的に個別

給付として、国の財政責任を明確にすべきである。

○個別給付化を行うに当たつては、「他の者と平等」な参加ができるよ

う、対象者 口利用目的 (通 所や通学や入院 日入所者等の外出を含む)・

支給決定量や方法 ロヘルパー研修等、先進的な自治体の取 り組みをら、ま

えて柔軟にできるようにすべきである。

○当面、地域生活支援事業の中の移動支援部分のみ別枠で、国 1/2・ 都

道府県 1/4の 補助金精算 という仕組みにする等、国 口都道府県の財政支

援を強化すべきである

○車 を使つての移動介護は不可欠な場合があり、報酬の対象とする

知的障害者等の地域での自立生活や移動支援に取 り組んでいる支援

者か ら、参考人 ヒアリングを行つた。その中で、ガイ ドヘルプについて、

「本人は自らの世界を拡げ、外出にとどまらず生活全体の家族からの自

立を展望するようにな りま した。また、その姿をみた家族も入所施設 し

か将来展望を見出していなかつたことを見直す契機 とすることもでき

ま した。いわば移動介護は社会参加を行いながら、「自立の一歩」の意

味合いの意義をもってきた」と、その意義が確認された。

「地域生活支援事業への国の不十分棲補助金で地方自治体の自己負

担は増大 し、その結果移動支援の時間数や支給対象の絞込みや様々な利

用制限が行われてもいるし、市町村格差は拡大」 したとの自治体の調査

結果とともに、地域生活支援事業化に伴 う問題点が指摘された。

こうした点をふまえて、今後、移動支援を個別給付 とし国の財政責任

を明確にすべきである。ただし、その際、「他の者と平等」に社会に参

加できるよう、柔軟な利用ができるように、以下のような仕組みとすべ

きであるとの指摘があつた。

①対象は「必要とする人」に拡げる、②通学・通所支援、入院時の支

援ができることを明確にする、また、自立生活に向けた体験時利用も可

とする、③個々人の必要に応 じて支給すべきで、一律の上限を設けるベ

きではない、④支給方法は自治体にまかせる (月 をまたいでの支給決定

など)、 ⑤ヘルパー要件については、当事者を講師とすることを組み込

んだ簡易な研修を最低限の必須研修 とする等。

いずれにせよ、当面、予算措置を行い、地域生活支援事業の中の移動

支援部分のみ別枠で、国 1/2・ 都道府県 1/4の補助金精算 という仕組み

にする等、国・都道府県の財政支援の強化が必要である。

また、車を使つての移動について、現在、ヘルパーが運転する時間は報
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酬算定外となつていることについて、障害者所有の自家用車等は運送法

上に合法であるので対象にするべきとの提起も、作業チーム構成員から

あった。

3.現行の居宅介護 (身 体介護 "家 事援助 )、 並びに行動援護の改善

【D‐ 1-1】  【D‐ 2‐ 2】

○重度訪 間介護 の充実・発展 によるパー ソナルアシスタンス制度の確立

の一方 、組み合わせ型の支援 と して居 宅介護 や行動援護 も改善 を してい

くべ きで ある。

○居宅介護 (身 体介護 口家事援助 )に おいて も、各障害特性や ニーズ を

ふ まえた柔軟 な利用がで き、評価 され る仕組み にすべ きで ある。

○行動援護 は、サー ビス利用 に当た つての段取 り的役割 を評価 し、居宅

介護 な どと組み合わせて家族 同居 や グルー プホーム・ ケアホーム での生

活に も積極 的に活用可能 とす るべ きで ある。

精神障害者のホームヘル プに関す る研究 プロジェク トに携わ つた研

究者 よ り参考人 ヒア リングを行 つたが 、「 自立支援法下では、精神障害

者べ のホー ムヘル プの大半が家事援助 に切 り換 え られ混乱 が生 じてい

る」 との 問題指摘が あ った。精神 障害者のホームヘル プの支援 内容の実

態か ら、「単 なる家事援助 ではな く、見守 りも含めた、利用者 の精神的

安定のための配慮や適切 な対応 を行 な っていることが評価 され る必要

が ある」 との提言 が あつた。また 、利用者の症状の波に よる「急 なキャ

ンセル」 に も、玄関先での待機 や安否確認等 が評価 され るべ きで ある。

また行動援護 につ いては、構成 員 よ り「移 動介護 を個別給付 に位置づ

ける際、特 Ellな 配慮 の元 での支援 を必要 とす る方へ本人の行動 を適切 に

援護 して い く専 門性 を提供す る支援」 とされ た。加 えて、 「特別 な配慮

に含 まれ て いる専 門性 は、子育 て 、保 育 、教 育 、専門療育 、地域 活動 、

就労 とい つた あ らゆ る場面 で活か され る必要 が ある」 と、その意 義 と、

障害 児の段 階か ら利用で きる支援 と しての重要性 も提起 され た 。特 に、

具体 的なサー ビス利用場面までに至 る、事前の見通 しや段取 りの部分で

の役割が期待 され る。そ う した点か ら、家族 同居や GH・ CH等 での生

活の時に、居 宅介護等 と組み合わせ て活用 し、その後パー ソナル ア シス

タンスの活用 に移行 して い くこと等が想定 され るとの提起 もあ つた。

4.見 守 りや安心確保 も含めた人的サ ポー トの必要性 【D¨ 1‐ 1】 【D‐ 2¨ 3】

○現行の重度訪 間介護 を知的障害者 や精神障害者等 にも拡大す る際 に

は、家事援助・ 身体介護・ 移動支援 的対応 だ けでな く、金銭やサー ビス
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利用の支援、さらには、見守 りも含めた利用者の精神的安定のための一配

慮や適切な対応等が提供される便宜の内容として位置づけられるべき

である。 (資 料 )

○重度訪問介護だけでなく、居宅介護等においても、利用者の症状の波

による「急なキャンセル」や玄関先での待機や安否確認等の障害特性を

ふまえた柔軟な見守 り対応が評価される仕組みが必要である。

矢口的障害者の当事者委員からは、「現状では認められないので、見守

りが少ない。家の掃除、電球の取 り替え、家電の故障、家の扉の修繕、

家の足 りないものの買い物、家の回りの掃除、大家さんなどに謝る場合、

など介護者がいるといないで大分違 う」といつた具体的な実例を踏まえ、

「見守 り支援」の重要性が提起された。また、「行動援護相当の重度の

知的障害者に加えて中軽度の人も見守 りが必要な人が少なくない」こと

も指摘されている。知的障害者の地域生活においては、「①排泄、入浴、

着替え、服薬等の身体介護」「②買い物、食事、洗濯、掃除、整理整頓

等の家事援助」「③買い物や外食、余暇活動等の移動支援」とあわせて、

「④上記0～③を含めた見守り支援」が必要である。

また、精神障害者のホームヘル プに関す る ヒア リングにおいて も、実

際 に提供 され て いる「サー ビスの内容 と しては、『 家事全般』『 生活環

境の整備』 に留 ま らない生活スキルの獲得 、困 りごとの解消 、社会参加

の促進 、権利擁護等 、『 家事援助』では くくりきれ ない様 々な ことを行

われてお り、他機 関・他サー ビスでなかなか提供 しに くい内容 も含む貴

重な もの」である ことが確認 され ている。

さらに、個別の介助支援において見守 りも含めた支援の充実 を前提 に

して (そ の代替 と してではな く)、 ピアカウンセ リングや 自立生活体験 、

障害者本人のエ ンパ ワメン トや 自己決定の プ ロセス (支 援 を うけた 自己

決定)等の充実の必要性 、並びにヘルパー に よる支援 との連携 も提起 さ

れ ている 6

5.地 域 における医療的ケアの確保 【D‐ 2‐ 4】

圃

行う地域生活に必要な医療的ケア (吸 引等の他に、カニュー レ交換・導

尿・摘便 `呼 吸器操作 な どを含む ) |が 、本 人 や家族 が行 うの と同等 な 、

「生活支援行為」として、居宅せ学校、移動中など、地域生活のあらゆ

る場面で確保 され るべ きである。

○一方で入院が必要 な場合には、慣れた介護者 (ヘ ルパー)に よってサ

で きるように してい くことが必要 である。
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○なお、上記の論点に関す る議論や資料 を、現在進 め られ ている「介護

職 員によるたんの吸引等の実施のための制度の在 り方 に関す る検討会」

等 に も提供 し、調 整 を図 る必要性が ある。

※ さらに、医療 的ケアに関す る検討 を、第 2期 の医療 と障害児チームで

検討 しても らえるよ う提案す る (Ⅲ  おわ りに参照 )

自ら医療的ケア を受 けなが ら地域生活 を して いる作業チーム構成 メ

ンバーか ら、 「介護職 員によるたんの吸引等の実施のための制度の在 り

方 に関す る検討会 では議論 に され て いないが、医療行為 と日常生活の支

援 である医療 的ケアを分 ける必要が ある」 との指摘が な され た。その上

で、「①日常生活の支援としての医療的ケアは、医療行為をヘルパーが

行うということではなく、普通であれば本人や家族が行うことをヘルパ

ーが本人に代わり行つているということである。②シームレスな支援で

あるパーソナルアシスタンスの中で医療的ケアができるようにするた

め に は 、よ く知 つて い る介 助者 が無 理 な く医療 的 ケ ア が で き る仕組 み に

す る必 要 が あ る」 との 提 起 が な され た 。

学 校 に お け る 医療 的 ケ ア に つ いて取 り組 ん で い る学 校 関係 者 か らの

参考人ヒアリングでは、特別支援学校、通常学校それぞれでの課題につ

いて報告がなされた上で、上記の「介護職員による…」検討会で、それ

までの研究会での「この報告書に書かれていない行為は全て禁止である

というような反対解釈をされるべきではない」とされていた了解事項が

正 しく引き継がれておらず調整が必要との指摘があつた。

両方のヒア リングか ら共通 して言えることは、「パーソナルな関係性

の中で、個別性を重視 して、特定の者に対 して行 う医療的ケア」が、本

人や家族が行 うのと同等な「生活支援行為」として確保されるべきであ

るということである。

また、一方で入院が必要な場合には、侵れた介護者 (ヘ ルパー)に よ

ってサポー トが得 られるように して、必要な医療を得なが ら、地域生活

が継続できるようにしていくことが必要である。

6.シーム レスな支援 と他分野 との役割分担 コ財源調整 【D¨ 3‐ 1】

○どんなに障害が重度であつても、地域の中で「他の者」と平等に学生

働き、生活 し、余暇を過 ごすことができるような制度が必要である。

○例えば、重度訪間介護等において支給量の範囲で「通勤 口勤務中__通

学・授業中、通院・入院中、1日 を超える外出、通年かつ長期にわたる

外出、自動車運転中」をサー ビス利用の対象に位置づけるべきである。

○シーム レスな支援を確保するために、障害者雇用納付金や介護保険、

教育など関連分野の財源を調整する仕組みの検討が必要である。
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日本 における介護制度では、通勤・勤務 中、通学 ?学校 内、入院 中等の

介護が対象外 とな り、並びに「一 日の範囲 内の用務」 を超 える泊ま りが

けの外出 も原則認め られていない状況 にある。その ことが、障害者の地

域生活 と様 々な分野・場面 における参加制約の大 きな要 因 とな つている。

「他の者 との平等」の視 点か らどんなに障害が重度で あつて も、地域

の 中で 「他の者」 と同 じ生活 を営み、共 に育 ち、学び、 「他の者」 と同

じ職場 で仕事 を こな し、「他の者 」 と同様 に余暇 を過 ごす ことがで きる

よ うな制度が必要 である。

そのためには、例 えば、重度訪 問介護等 において支給量の範囲内で「通

勤・勤務 中、通学・授業中、通院 J入院 中、 1日 の範囲 を超 える外 出、

通年かつ長期 にわたる外出、自動車運転 中 (道路運送法違反にな らない

障害者の 自家用車等の場合 )」 をサー ビス利用の対象 に位置づ けるべ き

で ある。当面 、現在の「通年長期」や「一 日の範囲で用務 を終 えるもの」

「社会通年上適切 でない外 出を除 く」 とい つた制 限 を早急 に取 り除 き、

また入院 中の利用 も認め られ るよ うにすべ きである。

その際、シーム レスな支援 を確保す るために、障害者雇用納付金や介

護保険、教育 な ど関連分野 の財源 との調 整 をす る仕組み も必要 で ある。

7.パ ー ソナルアシスタンス と資格等の あ:り 方 【D-2-■ 他

国
○資格等 につ いては、第 2期の報酬 `人 材確保チーム で検 討が行われ る

ことになるが 、特 に、パー ソナルアシス タ ンス をめ ぐる資格等 につ いて、

以下の点 をふ まえた検討が なされ るべ きで ある。

○パー ソナル ア シスタンスの資格 については、従事す る者 の入 り口を幅

広 く取 り、OJ丁 を基本 に した研修 プログラム とす ることや、 O」 Tを

基本 にす る ことか ら同行研修期間 中の報酬等 も検討 され る必要 が ある。

○外形的な資格 ではな くて、実際 に障害者 の介護 に入 つた実経験 時間等

の評価方法等の検討 も必要 である。

○居宅介護 、行動援護等 に関 して も、よ りO」 丁的な研修 を重視す る方

向で見直 しがな され るべ きである。

1.で 「パーソナルアシスタンス」制度の確立に向けた重度訪間介護

の発展的改革の内実として、①利用者の主導 (含・支援を受けての主導)、

②個別の関係性、③包括性と継続性の 3点 をあげた。

これまでの研修は、主に事業者が不特定多数の者を対象に派遣を行う

際に一定の「質」を担保することを主眼にされている。それに対 し、パ

ーソナルアシスタンスで求められる「質」は、その利用者の主導性の下、

個別の関係性の中で、個別性の強い支援に対応できるかが主眼となる。

当然、研修のあり方は、この点をら、まえたものでなければならない。

パーソナルアシスタンスの資格については、現在の重度訪間介護研修
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よ りも従事 す る者 の入 り口を幅広 く取 り、 O」 丁を基本に した研修 とす

る必要が ある。また、慣れたヘルパー との 同行訪間研修期間が、他 の類

型 よ りも長期 間に及ぶ ことか ら、同行研修 も評価 され る必要が ある。

また、居 宅介護や行動援護等 に関す る ヒア リングで も、 これ らの研修

につ いて、 O」 丁的な研修が重視 され るべ きであるとの提起 がな された。

8.支 援 (サ ー ビス)体 系の あ り方や名称 、その他 【D‐ 1… 2】

○現行の介護給付 、訓練等給付 、地域生活支援事業 とのサー ビス体系は

根本 的にあ らためて、障害者 の生活構造 の中で果たす機能や役割 にそ つ

て整理 され る必要が ある。

○「介護給付」の中には居宅介護や重度訪間介護等のいわゆる訪間系サ

ー ビス、生活介護等の日中活動支援、共同介護等の居住支援等が混在 し

てお り、整理が必要である。また、その名称も介護保険の「介護保険給

付」との混同がされやす く、見直 しが必要である。

○現行の訪間系サービスを「個別生活支援」として再編し、その下に①

個別包括支援=重度訪間介護を充実・発展させた類型、②居宅介護=身
体介護、家事援助、③移動介護 (社 会参加や余暇支援を含む)=移動支

援 、行動援護 、同行援護 、とい つた類型 を位置 づ けて整理・発展 させ る。

○ グルー プホーム ロケアホーム を居住支援 の一形態 と して位置 づ け、グ

ルー プホー ム・ケアホーム利用者 が居 宅介護 等 を併給 できるよ うにす昼

きである。

今後の支援体 系につ いて、障害者権利条約 をふ まえ障害 当事者主体

(自 律 '自 己決定 )の も と、地域 生活が可能 (施設・病院か ら地域 自立

生活への移 行 を含む )と なるよ うな支援体 系 と して構築す る必要 が ある。

また、現 行の「介護給付」「訓練等給付」 「地域生活支援事 業」 とい

つた体 系は、「介護保険 との統合 」 を視野 においた もの と言わ ざるをえ

な い。その ため、例 えば、重度訪 間介護 や居 宅介護等の個別 ケア的な支

援 、生活介護等 の 日中活動的な支援 、ケアホーム等の居住支援等が「介

護給付」の下 に一括 りにな ってお り、障害者 の生活構造の中での機能や

役割 か らの整理 とは異 な つている。 さらには、 「介護給付」 とい う名称

も、そのニー ドと支援実態 を適切 に表 して いるとは言 い難 い上 に、介護

保険の「介護 保険給付」との混 同 も生みかね ない。2010年 の障害者 自立

支援法訴訟 団 との基本合意文書 にお いて も「国 (厚労省)は …現行の介

護保険制度 との統 合 を前提 とはせ ず」 と明記 され ている点か らも、その

名称 も含めて 、サー ビス体系の大幅 な見直 しが必要 である。

また、支援体 系の見直 しの中で、グルー プホーム・ ケアホー ム は多様

な住 まい方 支援の一つ と して位置 づ けな おす な らば、他の在 宅障害者 と
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同様 に居宅介護 口行動援護等 を併給で きるよ うにすべ きである。その こ

とに よ り、ケアホーム等か ら単 身生活への移行準備 につながるという効

果が得 られ る。

Ⅲ おわ りに

以上の よ うに、障害者 の地域生活の権利 を具現化 してい く支援 と して、

パー ソナルア シスタンス を含めた現訪間系サー ビスのあ り方の見直 し

を行 つてきた。ただ、その地域生活の権利 を実現 して い くために、以下

の よ うな点について第二期チニムの中での検討 をお願 い したい。

①24時間の支援を含む長時間利用者の市町村負担の低減のための財政

調整、国・都道府県の財政責任強化と国庫負担基準廃止も含めた見直 し

重度訪間介護の発展類型である個別包括支援は、長時間の支援が確保

されるように、長時間部分の市町村負担 (現状 25%)の 低減のための

市町村間の財政調整、国 。都道府県の財政責任の強化の仕組み、並びに

現行の国庫負担基準について廃止も含めた見直 しが必要である。

②人材確保ができるような報酬単価とO」 丁を重視 した資格や研修

自立支援法施行以降、ヘルパーの人材確保は困難を究めた。未だに重

度訪 F・5介護を提供できる事業所がない自治体もある。人材確保ができる

報酬単価の設定と、パー ソナルアシスタンスの特性をふまえたO」 丁を

重視 した資格や研修の検討が必要である。また、現行の重度訪問介護は、

パーソナルアシスタン ト化で単価が下げないことが必要である。さらに、

重度訪間介護 (8時間を基本とした単価設定)を 短時間で区切つて利用

するように強要する市町村も後を絶たないため、連続 8時間以上の利用

を原則とし、それ以下の 1回 あた り短時間のサー ビスの場合は身体介護

等と同じ単価にすることが必要である。

③本人や家族が行うのと同等な「生活支援行為」として医療的ケア確保

先述の通 り、「パー ソナルな関係性の中で、個別性を重視 して、特定

の者に対 して行 う医療的ケア」は、例えば、施設職員が入居者に対 して

行うそれとは相当異なつた特質を持つ。そうした点をふまえた検討がな

されるとともに、他部局で行われている検討会等との調整を図るように

するべきである。また、学校等での医療的ケア確保の検討も必要である。

④「介護保険優先」原則の見直 しに関連 して

どの支援を使 うかを本人が選択できるようにすべきであり、例えば、

介護保険からの給付金額相当を重度訪間介護に利用できるようにする

などが検討されるべきである。少なくとも地域生活の継続が損なわれる

ことのないよう、それまで使つていた支援が使えない、支給量が減らさ

れるといつたことが生 じないようにすべきである。
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國  パ=ソナルアシスタンスにおける「見守り」支援

従来より「支援のための待機状態」である「狭義の見守り」 (※ 1)のみが焦点化されその是非

が議論される傾向があるが、知的障害者等を中心に実際に地域で支援を受けつつ自立した生活を送

るためには自律支援の便宜の内容を包括的に提供する「広義の見守り」 (※ 2)を必要とする障害

者が多く存在する。重度訪問介護の対象拡大に際してはこのような「広義の見守り」も提供する便

宜の内容に含むサービス概念の拡張及びその必要性を勘案しうる支給決定の在り方カミ酸 であり、

障害者権利条約が求める「支援を受けた意志決定」の確保及び推進会議第二次意見における「自己

決定の権利とその保障」の観点からも要請されることを確認しておきたい。

自立支援と自律支援の便宜の内容

類  型 便宜の内容

自立支援

。身体介護 (入浴、排泄、食事、着替え、服薬、洗顔、歯磨き、髭弟1り 、爪切り等)

‐家事援助 (調理、食事準備、後かたづけ、買物、掃除、洗濯、布団干し、ごみ捨、

整理整頓等)

・移動介護 (公共機関、通院、余暇活動、買物、会議への参加等)

・行動援護 (強度行動障害に対する予防的・制御的 。身体介護的対応)

<上記の便宜の内容に加えて下記等を含み、かつそれが統一的に提供されること

が必要>
・見守り※1(上

記内容を本人が実行するための声かけ、自傷・他害防止含む)

・コミュニケーション支援

・金銭利用支援 (お金を下ろす手伝い、買物の際のお金に関するサポー ト)

。話相手

。人間関係の調整

・ 緊急時の対応 (体調不良時の病院への付添、事故、近所との トラブル等)

自律支援
※

2

行政手続の援助

金銭管理の支援 (銀行日座の開設、家賃・光熱費の引落、お金の下ろしかたや使

い方の相談)

健康官埋の支援 (病院を選ぶ相談、病院への同行、病気の内容や薬に関する説明、

薬の管理等)

1週間、 1ケ 月、1年という単位での生活のプラン作りの支援

社会資源のコーディネー ト (ヘノレ 一ヾを入れる時間の相談、事業所との調整、日

中活動の場を一緒に探すこと等)

就労の支援 (求人広告を一緒に見てできそうなことを一緒に探す、面接への同行、

ジョブコーチ等)

悩み事や日常生活で困った場合 (例えばエアコンの操作がうまくできない等)ヘ

の電話での対応

安全保障感確保のためにそばに待機する

総合福祉部会第5回参考資料 12岡部耕典120101『ポスト障害者自立支援漁鋼目Ш始劇 明石書店p l18を一部修正
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訪 間 系 作 業 チー ム報 告 に対 して寄 せ られ た 主 な意 見

●パー ソナルア シスタンスは、介助一般 をさす と考 えるので、現行の

介護給付 および地域支援事業の移動すべ てをさすのではないか。

●移動 中の介護 で、通院 については診察 時間待ち時間や、会議 中の「待

機」等、屋 内で も認め られ るべ きではな いか。

● 「見守 り支援」が 「見張 り支援」 にな る ことのな いよ うにすべ きで

ある。社会的生活体験 を奪われ て いるがためにた とえば ごみ 出 しや夜

間 に騒音 を出す な どで近所 と トラブルは、 「地域生活水先案内人」 と

してヘルパーが活動す る ことで解決 できるのではないか。

●体調 の変化 によるキ ャンセル対応や待機 な どは、精神障害者 以外の

障害者 も含めて必要 と している。その ことが分か る表現 とす る必要が

あるのではないか。

●精神障害者 に とつては必要 な ときに必要 に応 じて派遣 され るヘルパ

ーが必要 。 「待機型介助類型」 を新 たに精神障害者への介助類型 と し

て創設す る ことか重要 ではないか。 (常勤のヘルパーが待機 してお り、

オ ンコールで駆 けつ けて くれ る等 )

●精神 障害者 の地域移行 を進め るためにも入院中のヘルパー派遣がで

きるよ うにすべ きではないか (精神病院入院 中か ら地域のヘルパーが

使 えて、地域 生活 に慣れ てい くことが重要 )

●社会資源 の不足、人材 の質量 ともに不足 している中で、ア ウ トリー

チ的に、重層 的にそれ ら人材への技術支援ができるよ うにす る必要が

あるのではないか。

●いろいろな給付が統括 的な方 向で整理 されてい くことにつ いては賛

成。その中に、難病患者の居宅生活支援事業等 も念頭 においた統括 に

ついて検討が必要 ではないか。

●現行の訪間系サー ビスに関す る新 しい名称 につ いて「個別生活支援」

だ と訪間系以外の支援 に もよ く似た名前が あるので、違 いが分か るよ

うな名称の検 討が必要 ではないか。

●パー ソナルア シスタンスの名称 につ いて、本人主導 日本人中心 とい

うイメー ジが 出るよ うに、「本人中心介助」がよいのではないか

●都道府県の財政支援強化につ いて他 チーム との検討結果 とす り合わ

せ る必要が あるのではないか
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